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は じ め に

我が国の情報化は近年、急速 に進展 し、生活 ・家庭分野まで広範囲に及んで きています。特に、産業界

の情報化の進展には極めて著 しいものがあ り、ネッ トワーク化の進展 はこれまでの各企業 レベルにおける

企業内オ ンラインか ら企業間ネッ トワークへと拡大 し、広域的な広がりを示 しています。

このような状況を背景 として、ネ ットワークを効率的に構築するために情報ネ ットワー クサービス業を

利用す る企業等が急速 に増加 しており、情報ネッ トワークサービス業が果たす役割への期待が高 まってい

ます。

しか しなが ら、情報ネ ッ トワークサー ビス業にとっては、最近の情報処理のオープンシステム化、分散

化、ダウンサイジング化の傾向に加えて、衛星通信、移動体通信、放送/CATVな ど新 しいメディアや

フレーム リレーサー ビス、ATMと いった最新の通信テクノロジーなどの大 きな影響を受けている状況 と

なっています。,

それだけに、産業界におけるネ ットワーク化を進める上で、あるいはユーザーのニーズに十分応えるこ

とのできるサー ビス提供の観点か ら、情報ネッ トワークサービス業の健全なあ り方にっいて様々な角度か

ら検討するとともに、その実態把握の必要 性が指摘 されております。

そこで、当セ ンターでは、昭和61年 度以来継続 して、情報ネ ットワークサービスを提供 している事業

者のサービス内容、事業の運営内容等を中心にその実態について調査 しており、本報告書 はその調査結果

をとりまとめた ものであ ります。

本調査結果 は、産業界の情報化意識の啓発を図るとともに、今後の産業界のネッ トワーク化を推進す る

上で貴重な資料 として活用 したいと考えております。

ここに、本調査を進めるに当たってご協力を賜 った関係各位に対 して厚 くお礼申し上げます。

平成7年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー
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調 査 概 要





調 査 概 要

(1)今 年度調査結果の特徴

今年度の調査結果(特 にフ リーア ンサー部分に見 られた特徴 も踏 まえて)及 び昨年 までのデータとの

比較か ら考察される主な点は、以下のとお りである。

1)昨 年調査概要で指摘 したように、情報ネッ トワークサー ビス事業が転換期にさしかかってきたことを

踏まえ、今年はいくっかの点で調査表の改訂を行った。例えば次のような点である。

・サー ビスの主たる対象者欄を追加

・ネ ットワーク構成を従来の トポロジーを選択する方式か ら、各 ノー ドの特性を問うものに変更

・提供 しているサービスとその内容について記入 し易 くした

・ISDNの 用途等について、選択式の回答にし、記入 し易 くした

・今後の市場展望において、同様に選択式を増や し、回答 し易 くした

2)事 業者が主として対象 とするマーケ ットを初めて明確に した ところ、予想はされていた ものの、一般

家庭、個人を対象とす るものが、(一 般 家庭 ・業務向け、一般 家庭 ・エ ンターテイメント)合 計で実に

18.1%に 達 してお り、 もはや情報ネ ットワーク事業者にとってそれ らマーケッ トは無視できないものと

な っていたのである。

3)サ ー ビスの提供内容、サービスの利用者に関する回答からも興味深 い結果が得 られている。ここ10年

来いわゆるVANサ ービスの代表 と見 られていた受発注データ交換業務の提供サービス数 は伸びが止 ま

り、提供業者 は減少 している。これに対 して、在庫管理、生産管理、輸送管理などは増大傾向である。

また、資金決済(フ ァームバ ンキング)も 着実に増加 している。

これは、情報ネ ッ トワークサービスのカバーす る範囲が単なる情報か ら、物、金に関する部分に拡大

してきた証拠であろう。

4)事 業の採算性はまた向上 し、採算が取れているとしたものは遂 に30%を 超えた。不況時にもかかわ ら

ず この様な数字が出たことは、業界全体のパイが増大 していることを伺わせるものであり、収益を今後

の新 しいサー ビスに投入 していける可能性を示唆 している。

5)技 術的な面では、OSIサ ポー トが伸び悩んでいる点が目立っ。LAN/WAN、CSS(ク ライア

ン ト・サーバ ・システム)の 急速 な普及の中で、TCP/IP等 のデファク ト・スタンダー ドに押され

ているものと見受け られる。

一方、事業者におけるISDN(NTT-INS)の 利用は大幅に増加 してお り、そろそろB-IS

DNの 出現に対す る期待が感 じられるレベルとなっている。

6)EDIに ついては、サポー トする事業者と関与 しない事業者 とが二分化 しているものの、提供 したい

とす る事業者は大半サポー トを開始 している。

以上のように、今回は不況の影響があると想定 していたがそれほどで もなく、安定的な変化の中で、

次世代 情報ネ ッ トワーク事業の足場がためが進んでいると思われる集計 となった。
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(2)調 査対象及び有効回収(回 答)数

第9回 目の今回の調査においては、調査対象業者が1,752社 となり、昨年比16.8%増 となっている。

これは、昨年 と同様ダイアルQ2に よる情報提供業者などが約250社 追加になったためであ り、一般 企

業を対象ユーザーとす る情報ネ ッ トワークサービス業者が大幅に増加 した訳ではない。また、調査対

象業者のなかで宛名不明として戻 って きた ものが約100社 あった。

有効回収数は、301事業者であ り回収率は17.2%と 例年より4%減 少 している。この中には特別第2

種事業者15社 、一般第2種 事業者255社 が含 まれ、主要業者は概ねカバーされている。また有効回収数

の約60%の 事業者が昨年 と同一事業者であり、統計データの継続性は高いと言えよう。

①調査対象数1,752事 業者

②回収数318事 業者(有 効回収数301事 業者)

③回収率18.2%(有 効回収数17.2%)

(3)調 査期間

平成6年12月20日 ～平成7年1月28日

(4)事 業者の推移

年度別 事業者の変化表

＼ 61年 62年 63年 元 年 2年 3年 4年 5年 6年

調査対象数 316 655 807 861 1,004 1,020 1,108 1,500 1,752

有効回答数 126 203 217 246 277 281 305 322 301

回 収 率 44.1% 30.9% 26.9% 28.6% 27.6% 27.5% 27.5% 21.5% 17.2%

事業者数
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1.回 答者の業種別内訳

4年 度 % 5年 度 % 6年 度 %

農林 ・水産業 口 1 0.4 1 0.3 1 0.4

建設業 1 0.4 2 0.6 0 0.0

製造業 修 15 5.3 21 6.6 13 4.8

流通業 21 7.4 22 6.9 26 9.7

金融業i≡ 3 1.1 5 1.6 4 1.5

物流業 遥 13 4.6 12 3.8 7 2.6

情報産業 202 71.4 221 69.7 181 67.3

サービス業 川 4 1.4 9 2.8 12 4.5

その他 醐 23 8.1 24 7.6 25 9.3

合 計 283 100 317 100 269 100

平成4年 度(回 答283社)

平成5年 度(回 答317社)

平成6年 度(回 答269社)平成6年 度
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※ 情報産業の内訳 新聞 ・放送 ・広告 ・通信業(11社)

情報処理サービス ・ソフ トウェア ・情報提供業(147社)

専業の第二種通信事業者(23社)

一3一



Z I

2.事 業の実施状況 一 新規サー ビス実施、意欲持 ち直 し 一

実施企業79.3%、 未実施企業20.7%と な ってお り、本調査を開始 しはじめて実施企業の割合が8割 を下回

った。

また、昨年度 は 「近 くサービスを実施する予定」の会社がゼロとなり、VAN事 業の新規開始意欲がなくなっ

たかに見えたが、再び今年度か ら一昨年度以前 と同 じ新規サー ビス開始予定会社の比率が5%前 後まで持ち直 し

て きた。 これは、経済全体の動 きを踏まえ、新規需要に対応 したフレーム リレー等の新サービスを開始 しようと

の意気込みが感 じられる。

基本通信、高度通信、情報処理の各サー ビス内容の比率に大 きな変化はない。

「サー ビスの主たるマーケッ ト」は、今年度か ら調査を開始 した項 目である。高度通信(パ ソコン通信)サ ー

ビスでは、一般 家庭 ・エンターテイメン ト向けの割合が、1割 程度と目立 っている。今後ともこのようなサー ビ

スが増加すると思われるが、 この傾向は、今後の継続調査で明らかになると思われる。

① サービス実施状況

サー ビス実施中

'

サー ビス実施な し

4年[コ 246 52

5年 271 51

6年修 237 62

4年% 82.6 17.4

5年% 84.2 15.8

6年% 79.3 20.7

平成4年(回 答298社)

平成5年(回 答322社)

平成6年(回 答299社)
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② サービスの内容

基 本 通信 高度 通 信 情 報処 理

4年 度[コ 83 143 161

5年 度 96 150 176

6年度修 92 126 150

4年 度% 34.4 59.3 66.8

5年 度% 36.2 56.6 66.4

6年 度% 39.7 54.3 64.7

複数回答

平成4年(回 答220社)

平成5年(回 答265社)

平成6年(回 答232社)
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1.基 本通信 は、次 の提供 サ ー ビスの ことをい う。
・専用線 サー ビス(回 線 リセール)

・パ ケ ッ ト交換 サー ビス

・回線交換 サ ー ビス

・フ レーム リレー

2.高 度通信 は、次 の提 供サ ー ビスの ことをい う。
・パ ソコ ン通信

〔=竃‡醗 〕
・音声 メール

・フ ァクシ ミリメール

・フ ァイル中継 ・接続(蓄 積 転送)

・トラ ンザ クシ ョン(リ アル)中 継 ・接続

・集配信サ ー ビス

・ビデオ テ ックス

・音声応答サ ー ビス

3.情 報処理 とは、次の提供 サ ー ビスの ことをい う。
・RCS(リ モート・コンピューティング・サービス)

・企業間 情報処 理サ ー ビス

・情報提供
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③ サー ビスの主た るマーケ ッ ト(6年 度)

企業 ・業務
向け

一般家庭 ・
業務向け

一 般 家 庭 ・エン

ターテイメント 向 け

基本通信 78 5 6

高度通信 92 21 9

情報通信 134 10 0

全 体 185 27 14

% 81.9 11.9 6.2

④サービス実施なしの理由

(回答89社)

(回答122社)

(回答144社)

(回答226社)
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4年 度口 3 3 8 13 18

5年 度 0 4 14 10 21

6年度修 3 6 13 13 26

4年度% 6.7 6.7 17.8 28.9 40.0

5年度% 0.0 8.2 28.6 20.4 42.9

6年度% 4.9 9.8 21.3 21.3 42.6
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3.事 業者の規模 一 回答者 は固定/事 業規模 もフラッ トに推移 一

資本金規模および年商規模 ともにここ数年間ほとんど変化が見 られない。情報ネッ トワークサー ビスに関する

売上ではな く、企業全体の売上を聞いてお り、 これが一定 しているとい うことか ら、回答者がほぼ固定 されてい

ることが分かり、 この ことか らも調査の継続性が高いことが分か る。

回線数にっいては、昨年新規参入者と思われる回答が約30社 あり、いずれ も50回線以下の小規模事業者であっ

たが、今年 はその部分がそっくり減 って、調査データとしては一昨年のそれに酷似 している。

単位回線の換算方法にっいては、政令の見直 し等が行われていないため、従来の方法によっている。

① 資本金規模

1億円

未満

口

1億 円～

10億 円未満

10億 円～

50億 円未満

修

50億 円～

200億 円未満

200億 円～

1千 億円未満

≡

1千億円

以上

東

無

目
.口.

4年 度 127 98 30 14 7 9 20

5年 度 134 95 41 14 12 9 17

6年 度 130 92 32 11 9 9 18

4年% 41.6 32.1 9.8 4.6 2.3 3.0 6.6

5年% 41.6 29.5 12.7 4.3 3.7 2.8 5.3

6年% 43.2 30.6 10.6 3.7 3.0 3.0 6.0

平成4年 度(合 計305社)

平成5年 度(合 計322社)

平成6年 度(合 計301社)

資本金規模(6年 度)

200億 円～1千 億円～

1千 億円未満3.0無 回答

10億 円 ～ 一ー一._.一一

50億 円 未 満

(%)
ao＼ ＼

未 満 ＼ .、、…..

.7ξ …`

κ陥多佑

=…iii仕oi

,:.…i識ii

1億 円未満

43.2

'1・ 携

1億 円～

10億 円未満'

30.6
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② 年商規模

1億 円

未満

口

1億 円～

10億円

未満

10億円～
50億 円

未満

修

50億 円～

200億 円

未満

200億 円～

1千 億円

未満

誓

1千億円
～5千 億

円未満
ぶ

5千 億 円

以上

聞llll

無
回

答

4年 度 39 62 78 33 24 19 13 37

5年 度 38 67 78 38 30 20 12 39

6年 度 39 58 57 46 29 14 13 45

4年% 12.8 20.3 25.6 10.8 7.9 6.2 4.3 12.1

5年% 11.8 20.8 24.2 11.8 93 6.2 a7 12.1

6年% 13.0 19.3 18.9 15.3 9.6 4.7 4.3 15.0

平成4年 度(合 計305社)

平成5年 度(合 計322社)

平成6年 度(合 計301社)

年商規模(6年 度)

5千億円以上 ＼ 維i

1千 億円～

5千 億円未満 一

200億 円～

1千 億円未満 ＼

1億 円

13.0

(%)

10億 円未

19.

息円～

.50億 円～50億 日赤

200億 円未1&
:15

.3
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③ 回線数の規模

4年 % 5年 % 6年 %

～20回 線 口 42 18.9 61 24.1 48 21.9

～50回 線 45 20.3 53 20.9 35 16.0

～100回 線 修 34 15.3 31 12.3 29 13.2

～150回 線 13 5.9 8 3.2 13 5.9

～200回 線 ≡
一 8 3.6 9 a6 4 1.8

～250回 線 ぶ 9 4.1 8 3.2 14 6.4

～500回 線 17 7.7 26 10.3 19 &7

500回 線～ 購 54 24.3 57 22.4 57 26.0

平成4年 度(回 答222社)

平成5年 度(回 答253社)

平成6年 度(回 答219社)

5

0

5

0

5

0

5

0

5

0

5

0

6

6

5

5

4

4

3

3

2

2

1

1

5

0

平成6年 度

75

84
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※ 単位回線の換算方法

算定の対象 となる回線の単位回線への換算については、次の方法に従 って行 う。

(ア)ア ナログ信号五運 用の電気回線(電 話の役務を提供するために用いられる電気通信回線をいう。以下 この項

について同 じ。)に ついては、単位回線1回 線 に換算する。

(イ)電 話回線 以外のアナログ信号伝送用の電気通信回線の うち、周波数帯域の幅が4キ ロヘルツ以下である回線

については、単位回線2回 線 に換算する。

(ウ)電 話回線以外のアナログ信号伝送用の電気通信回線のうち、周波数帯域の幅が4キ ロヘルツを超える回線に

っいては、周波数帯域の幅4キ ロヘルツ当たり(4キ ロヘルツに満たない端数は、切 り捨てるもの とす る。)

単位回線2回 線に換算す る。

(エ)デ ジタル信号伝 送用の電気通信回線については、各の回線 ビッ ト毎秒を単位と して表される伝 き速度(1万

2,000ビ ッ ト毎秒を超える伝送速度の回線にあっては、1万2,000ビ ッ ト/毎 秒とす る。)の 総和を1,200で 除 し

て得 られる商(1に 満たない端数は、切 り捨て るものとする。)に より単位回線に換算す る。

〔ISDN回 線 も同様の換算 とする。〕
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若干の順位の入れ替えはあるものの、上位4っ は変わ らず4.事 業 のね らい

事業のね らいは、 「将来性を見込んで」、 「業務処理の高度化など」、 「関連会社の ネ ッ トワー ク支

援」、 「地域の情報化への貢献」の順となっている。 ここ数年、順位の入れ替えはあるものの、この上位4

っが全体の60%超 を占める結果 となっている。また、下位4っ にっいて も、 「法規制に抵触するため」、

「会社のイメージアップのため」、 「蓄積技術等を活かすため」、 「顧客か らの要請によって」などは、ほ

とんど順位は変わ らない。特に、 「新 しいサービスの提供」にっいては、年々増加傾向にあり、新規に参入

する業者が目立っている。

平成4年 度
(回答222社)

平成5年 度
(回答258社)

平成6年 度
(回答228社)

将
来
性

見を
込

舎

新

のと
チ ビ
ャジ

裂

新

と
サ

の|

提 ビ
供ス

地

勢
情

の報
貢化
献へ

ト関
ワ連
1会
ク社

支の
援ネ

ツ

法
醐触制

すに

ξ
め

に顧
よ客
つか

語
要
請

業
務

高処
度理
化の
な
ど

と業
し容
て拡

お
手
段

蓄
積

活技
か術
す等
たを
め

ア会
ツ社

プの

窪
め|

ジ

6
他

4年 度 39 17 15 35 32 1 9 47 19 3 0 5

5年 度 46 26 22 40 32 2 6 50 25 4 0 5

6年 度修 43 19 21 28 36 0 6 38 26 4 1 6

4年% 17.6 7.7 6.8 15.8 14.4 0.5 4.1 21.2 8.6 1.4 0.0 2.3

5年% 17.8 10.1 8.5 15.5 12.4 0.8 2.3 194 息7 1.6 α0 2.3

6年% 18.9 8.3 9.2 12.3 158 0.0 2.6 16.7 11.4 1.8 0.4 2.6

平成6年 度
60

50

40

30

20

10
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の
他
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の
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ア
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の
た
め
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す
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手
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と
し
て
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理
の
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度
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っ
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に
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す
る
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ワ
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ス
の
提
供

新
し
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ス
の
チ

ャ
ン
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で
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5.ネ ッ トワーク構成 一 専用線による独自の網所有が約4割 一

ネ ッ トワーク構成に関する初めての調査であり、次のような結果が得 られた。

網所有の形態 は、専用線 による独 自の網が約40%、 残 り60%が 第1種 又 は第2種 事業者の網の利用 とな っ

ている。

ノー ドの形態は、 ノー ドの有 ・無 は各々50%と 相半ば している。 ノー ド所有無 しの割合が高いのは、親会社等

のノー ド利用が含まれるもの と推測される。

ノー ドは、交換サー ビス用のみを所有、情報サービス用のみを所有、両方所有の割合 はほぼ1/3ず っとなっ

ている。

交換サービス用 ノー ド設置数及び情報サービス用 ノー ド設置数の多寡には、2極 分化の傾向が うかがえる。

①網所有の形態

6年 度 %

第1種 事業者の網1111‖1 99 44.2

専用線 による独 自の網i':… 87 38.8

第2種 事業者の網 38 17.0

〈網所有の形態〉
ノ1……………蒙iiiiii

2蘂講iii
、:.

こ17
.
ぺ::乏

1

1

(

業
1の矧ll

44.2儂
用線による

独 自の網
38.

ノ

胸
脚'

,'

'-'

幼

者

(

」業

平成6年 度(回 答224社)

② ノー ドの形態

・ノー ド所有の有無

ノー ド所有

有 り1‖1111

ノー ド所有

無 し 口

件数 97 95

比率 50.5 49.5

〈ノー ド所有の形態〉

ノー ド所有

無 し
49.5

(%)

1侑 り
50.5

平成6年 度(回 答192社)

〈ノー ド所有の内訳〉

件数 比率

交換サ ー ビス用llllll【129 30.9

情 報サ ー ビス用・, 30 31.9

両方所有 要 35 37.2

平成6年 度(回 答94社)

〈ノー ド所有の内訳〉

(%)
交換サービス用

⊃

30.

情報サ ー ビス用
31.9

両方所有
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・交換サービス用 ノー ドの設置箇所

交 換 ノ ー ド箇 所 数 1～5 6～10 ～20 21以 上 箇所/社

会 社 数 25 10 5 4 13ヶ 所

集 線 セ ン タ ー箇 所 数 1～516～10 ～20 21以 上 箇所/社

会 社 数 14 11 0 6 17ケ 所

アクセスポイ ント箇所数 1～10 11～50 51～100 100以 上 箇所/社

会 社 数 22 11 7 3 46ケ 所

・情報サービス用ノー ドの設置箇所

③ネッ トワーク形態(参 考表)

情報 サ ー ビス用 ノー ド
箇 所 数

1箇 所 2箇 所 3箇 所 4箇 所 5箇 所 6箇所以上 箇所/社

会 社 数 18 11 5 2 4 23 19ケ 所

平成6年 度
(回答44社)

平成6年 度
(回答31社)

平成6年 度
(回答43社)

平成6年 度
(回答63社)

4年度 % 5年 度 % 6年 度 %

ホス ト集中型 口 131 57.5 145 55.1

ホス ト中心 ネ ッ トワーク型 64 28.1 63 24.0 『 一 一ー

ホス ト/ネ ットワーク分離型(パ ケッ ト網)修 25 11.0 31 11.8 一
‥

一

分散 ネ ッ トワー ク型 8 3.5 5 1.9 『

その他 ≡ 0 0.0 19 7.2 一
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6.ホ ス トコンピュータ ー 継続 して小型化傾向 一

汎用機(同 一のアーキテクチ ャーに基づ き 「ファミリ」あるいは 「シリーズ」を形成 し、ソフ トウェアの互換

性があるもの)の うち大型機、中型機が減少 し、小型汎用機、 ミニコン/WSが 増加す るなど引き続きダウンサ

イ ジング傾向が見 られる。ただ し、前年度急増 したPCは 横這いとなった。

大型
汎用機
口

中型
汎用機

小型
汎用機
影

オフ孤

コン〔こ一夕

ミニコン

/WS

≡

パ ソコ ン

ぶ

ホストコンピュータ

旦

4年 度 89 66 14 14 14 17 0

5年 度 100 61 13 22 11 34 0

6年 度 79 49 20 16 16 29 0

4年% 41.6 3α8 6.5 6.5 6.5 7.9 00

5年% 41.5 253 54 9.1 4.6 14.1 0.0

6年% 37.8 23.4 9.6 7.7 7.7 13.9 0.0

平成4年 度(回 答214社)

平成5年 度(回 答241社)

平成6年 度(回 答209社)

(6年 度)

ミニ コン/WS

オ フ ィス

コ ンピュー タ

L

「
小型汎用機

1難_
37.8

中型汎用
3.4

〈大型汎用機〉

%の 内訳

1台

34.2

(%)

2台

26.6

5台 以上

24.1

3台

」5.1

/4台
6.3「

5台

3.8

〈中型汎用機〉

%の 内訳

3台2.0

4台2.0

5台 以上

4.1

(%)

2台1台

32.759.2

汎用コンピュータ台数内訳 平成6年 度(回 答社数)

1台 2台 3台 4台 5台 5台 以上

大型汎用機 27 21 4 5 3 19

中型汎用機 29 16 1 1 0 2

小型汎用機 18 0 1 0 0 1
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7.サ ポー トプ ロ トコル ー イ ンターネ ッ トの プ ロ トコルTCP/IPが 増 加 一

事業者がサポー トしている1社 当た りのプロ トコルは今年 も増加傾向にある。回答数が30数 社少ない為か、

多少の順位の変動があった。 しか し、大勢は変わっていない。多 くのプロ トコルは減少 したように見えるが、

これも回答数減少の影響を受けているものである。その中で、時代の潮流である電子 メールのプロ トコルMH

S及 びインターネッ トのプロ トコルTCP/IPが 増加 しているのが注目に値する。

通信プロ トコル

J手 順 全銀

手順

CAT/

CAFIS

業界

手順

MHS FTAM X.25 X.75 ベーシック

手 順

無手順

TTY

HDLC

手順

TCP

/IP

その他

4年 口 ll2 108 26 21 11 8 76 19 93 103 ll3 一 49

5年 116 124 30 24 11 6 85 16 100 109 122 40 55

6年修 95 100 25 24 16 6 82 13 93 95 106 56 34

複数回答 平 成4年 度(回 答226社)平 成5年 度(回 答243社)平 成6年 度(回 答209社)

1社 当た り回答数 一3.271社 当た り回答数 一3.451社 当た り回答数==3.56

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3

2

1

0

9

8

7
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1

一
口4年 度 一

一
… ・5年 度一 一

一

修6年 度
一

一

修 髪_
'「 …

㌘ 、 珍_. 〉一

ぶ s－ も ⊃ 一 A
髪 一§

s一 パ 〉.
一

一 ・" 修
}

} 〉'A

一

一

!

一
一

,
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':

、

,一
…

髪
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‥
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8.サ ービスの利用者 一ー一斑受家庭 ・個人向けサービスが高い伸 び

サー ビス利用に関 して特に目立つのは、一般 家庭、個人の登場 と伸びである。これは昨年 も指摘 したが、今年

もその傾向は変わ らず、 まだ全体に占める比率は少なくないものの将来情報ネ ットワーク事業における対象マー

ケ ットとして非常に重要な もの となってこよう。

基本 サー ビスにおいて さえ も4.1%を 占め、高度通信サ ー ビスで21%、 情報処理サー ビスで7.8%を 占め

ている。高度通信において、音声応答サー ビスでは約半分が、また、データベースサービスでは20%近 くが、一

般家庭、個人向けである。

一方
、特定業界向けサー ビスの比率が減少 している。これは、サー ビスのユニバーサル化、汎用化 などの進展

と共に、特定業界のみを対象に したサー ビスメニューを提供 しな くとも汎用 メニューでカバーで きるようにな っ

たためではないだろうか。

また、 フリーア ンサーとして設けた 「最近の提供サービスの中で、特筆すべ きサー ビス機能があれば ご自由に

お書 き下さい」欄には約20種 類ほどのサー ビスがあげ られたが、特徴的なものをあげると次のよ うになる。

・画像/動 画関係サー ビス

・マルチメディア通信サービス

・外部データベース接続サー ビス

・VSATに よる映像とデータの複合サー ビス

・気象情報サービス

・農業情報サービス

・インターネ ッ ト対応サー ビス

・ネッ トワー ク(WAN/LAN)イ ンテグレーション

・ネッ トワー ク ・アウ トソーシング
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① 基本通信サービス

企業グル
ープ内■

特定業界 一般企業 一般 家庭

・個人≡≡
そ の 他

口
計 %

専用線サービス 54 14 36 0 0 104 38.4

パ ケ ッ ト交換 サー ビス 34 10 21 4 0 69 25.5

回線交換サービス 26 !2 20 7 0 65 24.0

フ レ ー ム リ レ ー 14 3 16 0 0 33 12.2

合 計 128 39 93 ll 0 271

% 47.2 14.4 34.3 4.1 0.0
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サ
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ビ

ス

フ

レ

ー

ムリ

レ

ー

一般家庭 ・個人

一般 企業

特定業界

企業グループ内

平成4年 度
(回答92社 、回答数218)

平成5年 度
(回答lll社 、回答数242)

平成6年 度
(回答237社 、回答数271)

企業グループ内 特定業界 一般企業 一 般家庭 ・個人0
.9

その他1.8
一般 家 庭 ・個人

2.9

その他2.9

一般 家庭 ・個人

4.1

0 102030405060708090100(%)
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② 高度通信サービス

企業グル
ープ内■

特定業界 一般企業 一般 家庭
・個人…

そ の 他
口

計 %

パ ソコン通信 28 12 39 37 4 120 23.3

音声 メール 8 4 15 12 2 41 8.0

ファクシミリメール 28 14 36 16 3 97 18.9

ファイル中継 25 18 33 5 1 82 16.0

トランザクション中 継 26 15 22 3 1 67 13.0

ビデオテックス 10 5 10 14 14 53 10.3

音声応答サービス 3 2 10 17 1 33 6.4

そ の 他 4 5 6 4 2 21 4.1

合 計 132 75 171 108 28 514

% 25.7 14.6 33.3 21.0 5.4
平成6年
(回答2(回答237社 、回答数514)

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3

2

1

0
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1
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コ
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ョ
ン

中
継

ビ
デ

オ
テ

ッ
ク

ス

音
声
応
答サ

ー
ビ
ス

そ
の
他

その他

一般家庭 ・個人
一般企業

特定企業
企業グループ内

平成4年 度
(回答155社 、回答数425)

平成5年 度
(回答163社 、回答数472)

平成6年 度
(回答237社 、回答数514)

企業グループ内 特定業界 一般企業 一般 家庭 ・個人

その他2.1

その他3.4

その他

0 102030405060708090100
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③ 情報処理サービス

企業グル
ープ内■

特定業界 一般 企業 一般家庭
・個人≡i

そ の 他
口

計 %

データや スサービス 34 17 42 22 3 118 34.3

RCS 41 15 39 1 0 96 28.0

企業間

(EDI含) 38 36 47 3 1 125 36.3

その他 0 2 2 1 0 5 1.5

合 計 113 70 130 27 4 344

% 32.8 20.3 37.8 7.8 1.2 平成6年 度
(回答237社 、

4

3

2

1

0

9

8

7

0

0

0

0

0

∩
V

デ

ー
タ

サ

ー
ビ

ス

平成4年 度
(回答162社 、回答数275)

平成5年 度
(回答173社 、回答数304)

平成6年 度
(回答237社 、回答数344)

その他
一般家庭 ・個人

一般企業

特定企業

企業グループ内

R(企 そ
CE業 の
SD間 他

1
含

芭

企業グループ内 特定業界

33823.6

一般企業

33.8

一般家庭 ・個人

6.21そ の他2.5

0 102030405060708090100

その他2.0

その他1.2

(%)
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④ 年度別サービス利用者の推移

(基本通信サー ビス)

61年 62年 63年 冠 2年 3年 4年 5年 6年

①企業グループ内 32.0 48.8 41.0 36.5 41.0 5α7 39.9 40.1 47.2

②特定業界 28.7 20.7 20.5 13.5 178 10.5 21.6 17.8 14.4

③一般 企業 一 一 一 250 24.9 33.6 35.8 36.4 34.3

④一般 家庭 ・個人
一 一 一 1.0 1.1 1.5 0.9 2.9 4.1

⑤その他 39.3 30.5 38.5 24.0 15.2 3.7 1.8 2.9 0.0

(%)oo
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一〇企業 グループ内

一●特定業界
一[}般 企業
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(高度通信サー ビス)

61年 62年 63年 元年 2年 3年 4年 5年 6年

①企業 グループ内 39.1 51.3 29.8 22.4 18.5 25.0 27.5 23.7 25.7・

②特定業界 13.2 10.7 20.1 21.2 20.2 14.4 16.0 14.0 14.6

③一般企業 一 一 『 一 21.1 38.6 36.2 38.1 33.3

④一般家庭 ・個人 一 一 一 『 12.4 16.1 18.1 20.8 21.0

⑤その他 47.7 38.0 50.1 56.4 27.8 5.9 2.1 3.4 5.4
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情 報処理サービス)

61年 62年 63年 元年 2年 3年 4年 5年 6年

①企業グループ内 37.7 32.0 32.3 25.8 23.7 21.2 33.8 33.2 32.8

②特定業界 25.7 28.7 27.6 25.4 31.2 32.4 23.6 21.1 20.3

③一般企業 一 一 一 一 4.7 12.7 40.9 33.8 36.2 37.8

④一般 家庭 ・個人
一 一 一 0.3 0.3 2.8 6.2 76 7.8

⑤その他 36.6 39.3 401 43.8 32.1 2.8 25 2.0 1.2
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資金決済サー ビスより高度に対象業務別情報処理サービス

 

9

上位3っ のサー ビス 「受発注処理」、 「販売管理」、 「在庫管理」に変動 はな い。ただ し、 「会計管

理」、 「店舗管理」、 「顧客管理」のサービス事業社数が減少 し、 「資金決済(フ ァームバ ンキング)」 が

増大 したのが本年の大きな特徴である。 これは、ダウンサイジング、オープン化の影響でサービス事業者 に

対する要求が ローカル処理可能な会計管理等から、より高度な金融系サービスを求めるユーザーが増加 した

ものと思われる。

①対象業務別情報処理サービスの事業者数
(サービス数にかかわらず事業者が当該対象業務の情報処理を行っている場合の事業者数)

受
発
注
処
理

販
売
管
理

生
産
管
理

在
(庫
照管
会理

邑
荷
担

奪
)

輸
送
管
理

貨
物
追
跡

篭

会
計
管
理

(資
フ金
ア決

1済

奈

羊

腸
)

店
舗

管
オ理

1(

トト
メ1

㍑
罪
)ア

(与
ク信
レ管
ジ理

ζ
オ

↓
じ

予

約
発
券

顧
客
管
理

6
他

4年 度口 71 39 11 30 17 24 20 11 15 7 28 4

5年 度 74 46 16 45 18 30 26 21 14 11 27 11

6年度修 63 41 14 36 16 22 31 15 14 10 22 9

4年度% 89.9 49.9 13.9 3&0 21.5 30.4 25.3 1ag 19.0 8.9 35.4 5.1

5年度% 82.2 51.1 17.8 50.0 20.0 33.3 28.9 23.3 15.6 12.2 30.0 122

6年度% 75.9 49.4 16.9 43.4 19.3 26.5 37.3 18.1 16.9 12.0 26.5 10.8

複数回答 平成4年 度 平成5年 度 平成6年 度
(回答79社 、回答数277)(回 答90社 、回答数339)(回 答83社 、回答数293)

一
一

口4年 度
▼一

5年度
修6年 度

} 一

一 一 　 》,,

一

一 一 一
一

一 一. ・, ,,・ ・ 吟
,}' ・←'・ ,,, ,,一,,,,.,,
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発 売 産 庫 送 計 金 舗 信 約 客 の
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処
理

理 理 理 理 理 済 理 理 発
券

理
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②対象業務別情報処理サービス数

受
発
注
処
理

販
売
管
理

生
産
管
理

在
(庫
照管
合理

出
荷
指

奪
)

輸
送
管
理

貨
物追

跡

筆

会
計
管
理

(資
フ金
ア決

1済

奈

ζ
ン

ご

店
舗

管
オ理
1(

トト

メl
lタ
シル

罪
)ア

(与
ク信
レ管
ジ理

ζ
オ

|

∫
)

予

約
発
券

顧
客
管
理

そ
の
他

4年 度口 275 181 33 126 21 86 55 8 10 5 47 2

5年 度 386 128 47 131 31 62 60 63 16 12 56 15

6年 度修 453 177 70 164 160 33 33 10 12 10 18 105

4年 度% 32.4 21.3 3.9 14.8 25 10.1 6.5 0.9 1.2 06 5.5 0.2

5年度% 38.3 12.7 4.7 1ao 3.1 a2 ao 6.3 1.6 1.2 56 1.5

6年度% 36.4 14.2 5.6 13.2 129 2.7 2.7 0.8 1.0 0.8 1.4 8.4

複数回答 平 成4年 度 平 成5年 度 平成6年 度

(回答88社 、回答数849)(回 答90社 、回答数1,007)(回 答83社 、回答数1,245)

口4年 度
5年度

修6年 度

一

一

彩

生
産
管
理

一一

一 =

一 「1
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10.企 業間ネッ トワークの状況 一 多方面に導入されるも受発注サービスが中心 一

企業間情報処理サービスの実施状況を調べるものであるが、サー ビスの内容、業種 ・業務、使用プ

ロ トコル、サー ビスの特徴等々調査内容が多岐に渡 っている。 このため、質問形態を度々変えて

おり、今回 も下記のような項目について自由に記入す るよう変更 した。

詳細はP.70～P.73の 企業間情報処理サービス一覧表に示すが、一見 して製 造 ・流通 ・物流 ・卸売 ・

小売等の業種に導入が進んでいることが分かる。また、金融 ・信販等との間で振込 ・引き落とし・資

金決済 ・残高照会などを取り込んだサービスとしての利用 も進んでいるのが実感される。

EDIサ ービスの回答も多 く、特にCII標 準によるEDIサ ービスが目立っている。

Nα サ ー ビ ス 名 称 対 象 業 種 サ ー ビ ス の 特 徴/概 要 備 考

1 VANサ ー ビス 薬品 ・雑貨小売 VAN中 継

RCSサ ー ビス 文具 ・事務用品部 当社ホス トとのRCSサ ービス

主得意先 とのオ ンライン処理サービス

2 発注データ伝送サービス レコー ド小売店 特にな し

売掛管理 石油販売業 POS、IT端 末との送受信

3 受発注処理 小売スーパーと卸売業 小売スーパーか らのPOSに よる注文を分

類して各卸売等に転送

5 データバ ンク 広告業 マ ー ケ テ ィ ン グ ・デ ー タ ・サ ー ビ ス

視聴 率データ ・サ ー ビス

広告業 ・放送局 番組情報
一

/

サー ビス名称

「受発注サー ビス」が大部分を占めている。名称上は 「VANサ ービス」 「流通サービス」などと

なっているものも内容的には殆どが受発注サービスであり、またrEDIサ ービス」についてもその

初期段階として受発注サービスを提供 しているものが多い。

金融、保険、信販などのサー ビスとしては 「代金回収」 「顧客管理」 「シ ョッピング」 「与信

管理」 「集金サービス」などがあり、 「ファームバ ンキングサー ビス」として 「振込、入金通知、給

与処理」等を一貫 して提供するものもある。

その他としては、 「輸送情報サー ビス」 「配車計画支援」など輸送に関するもの、またCII、E

IAJ、EDIFACT、ANSI等 各種手順による本格的rEDIサ ービス」などにっいても導入

が進みっっある。

対象業種

「製造」 「流通」 「物流」 「卸売」 「小売」等については非常に多 くの業種について既にサービス

の提供が進んでいる。

「金融」にっいても、銀行、損保、保険、信販、カー ド会社等各種業種で導入されているものの全体

として事例は多 くなく導入はこれか らという感がある。

その他の業種 としては 「広告」 「放送」 「旅行」 「出版」 「商社」等があるが事例は少ない。

サービスの特徴/概 要

記入スペースが小さかったためか、特徴が明確でない。今後具体的な内容について更に調査の必要

がある。なかではrCII標 準によるEDIサ ービス」との回答がやや目立 っている。
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ll.事 業の採算1生 一 「採算が取れている」がついに30%を 超える 一

年度別事業の採算性の推移で見てのとお り、 「採算が取れている」が着実に増えており、今回は30%を 超

えたことで特筆できる。 「将来は採算が取れそう」を加えると40%を 超えるようになった。 また、 「関連事

業 として採算 性を考えている」は、7年 間で徐々に減って32.4%ま でになった。

① 事業 の採 算性

採算年 度(採 算が とれて い る場合)→89年 以前(25)、90年(10)、91年(4)、92年(2)、93年(8)、94年 以降(5)

(回答54社)

採算が
とれている

口

将来は採算
がとれそう

ぶ

関連事業とし
て採算性を考
えている

採算性は度外

視 している..

将来 とも採

算が とれそ
うもないlllllll1

その他

修

4年 度 51 37 86 28 15 6

5年 度 68 37 84 41 17 6

6年 度 6'7 33 71 27 15 6

4年% 22.9 16.6 38.6 12.6 6.7 2.7

5年% 26.9 14.6 33.2 16.2 6.7 2.7

6年% 30.6 15.1 32.4 12.3 6.8 2.7

平成4年 度

(回答223社)

平成5年 度

(回答253社)

平成6年 度

(回答219社)

採算がと 将来は採算 関連事業として 採算性 将来とも採
れている がとれそう 採算性を考えている 度外視 算がとれそ

4年 度

.さ.2も ない

22.9
ぶ lllll川}

灘 38.6
i糞126……・……・a7ひ肘llllul

その他

2.7

5年 度

その他

2.7

6年度
その他

2.7

(%)
OlO2030405060708090100
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② 年度別事業の採算性の推移

年度別事業の採算性の推移

年 度 61年 62年 63年 碑 2年 3年 4年 5年 6年

①採算がとれている 0 12.8 14.6 13.3 17.0 23.8 22.9 26.9 30.6

②将来は採算がとれそう 0 30.5 18.9 23.5 24.1 17.6 16.6 14.6 15.1

③関連事業として将来性 0 4a3 48.8 4&8 44.2 3a2 38.6 33.2 32.4

④将来は採算性を度外視 0 仕1 8.5 60 5.8 157 126 16.2 12.3

⑤将来も採算がとれそうもない 0 55 6.1 仕0 6.3 53 6.7 a7 6.8

⑥その他 0 1.8 a5 2.4 2.6 1.4 2.7 2.7 2.7
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12.事 業に係る費用 一10～50億 円規模の事業者の活発な事業活動が推測される 一

前年度に比べ回答数が減少 している中で、50億 円以上規模の事業者の増加のみが 目立っ。

平均経費の増減にっいて言えば、事業経費が10～50億 円規模の事業者は増額となり、50億 円以上

規模の事業者は減額が特徴的である。平均推定事業経費が前年度に比べ約20%の 増加 となっている

ことを併せ考えれば、10～50億 円規模の事業者の活発な事業活動が推測される。

経費1千 万円未満の小規模事業者数の減少並びに同事業者の前年度よりも平均経費の減少は、一

層の小規模化がうかがえる。

推定事業経費(全 体)

1千万円

未満
口

5千万円

未満

1億円

未満

修

5億 円

未満
10億 円

1横
50億 円

未満
ぶ

50億 円

肚
≡

4年 度 16 29 26 38 13 18 9

5年 度 30 36 24 33 15 22 9

6年 度 23 35 15 29 14 21 12

4年度

平均経費 366 2,454 7,054 24,155 70,994 240,518 3,557,969

5年度

平均経費 348 2,800 6,920 24,441 72,079 210,396 4,106,587

6年度

平均経費 243 2,903 7,318 20,854 79,529 261,907 3,302,969

平成4年 度平均推定事業経費

平成5年 度平均推定事業経費
平成6年 度平均推定事業経費

258,069万 円

258,894万 円

315,912万 円

(回答149社)

(回答169社)

(回答149社)

単位:万 円

4年 度

1千 万円 ～5千 万円 ～1億 円 ～5億 円 ～10億 円 ～50億 円未満

/一50億 円以上
未満 未満 未満 未満 未満

/一

ー 諺 懸

5年 度

6年 度

(%)
0 102030405060708090100
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13.事 業の売上高 平成4年 度を底に回復基調 一

平成4年 度、平成5年 度 ともに推定売上高平均 と実績売上高平均が乖離 してお り、かっ平成4年 度は推定に

対 し実績減少 、平成5年 度は推定に対 して実績増加 とな った。平成6年 度の推定売上高平均(370,255万

円)に 対 し実績がどうなるかが注目されるところではあるが、平成4年 度を底に回復基調にあるという事は言

えよう。

① 事業の推定売上高

1千万円
未満

、5千万円未満 1億 円
未満

5億 円
未満

10億 円

未満

50億 円

未満

50億 円

以上

4年 度 23 32 24 39 12 20 14

5年 度 39 37 21 38 16 26 14

6年 度 28 33 16 37 13 26 18

6年 度
売上平均 256 2,607 7,273 22,693 76,171 259,587 2,789,081

(回答164社)

(回答191社)

(回答171社)

単位:万 円

売

上

高

(
万
円
)

事業の推定/実績売上高推移

500,000

450,000

400.000

350,000

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

,,,一 一 一 〇 ＼o-、
、

、
,o'

、,
、 ◇"

'

一実績売上高平均
一一推定売上高平均

llll 1

2
年
度

3
年
度

4
年
度

5
年
度

6
年
度

平成5年 度
実績売上高平均

359,663万 円

平成4年 度
実績売上高平均

322,091万 円

平成3年 度
実績売上高平均

391,336万 円

平成2年 度
実績売上高平均

366,221万 円

平成6年 度
推定売上高平均

370,255万 円

平成5年 度
推定売上高平均

323,205万 円

平成4年 度
推定売上高平均

389,620万 円

② 事業の実績売上高

1千万円
未満

5千 万円
未満

1億 円
未満

5億 円
未満

10億 円

未満

50億 円

未満

50億 円
以上

3年 度 26 27 25 39 6 22 14

4年 度 39 33 20 40 15 21 17

5年 度 25 30 18 35 11 23 17

5年度
売上平均 283 2,529 6,440 22,785 72,317 254,937 2,871,310

(回答159社)

(回答188社)

(回答161社)

単位:万 円
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③ 対前年度売上高伸び率
全 体伸率2.94

特別二種伸率2.10
一般 二種伸率5 .14

マイナス

～0%

10%

未満

20%

未満

30%

未満

40%

未満

50%

未満

100%

未満

150%

未満

200%

未満

200%

以上

4年 度一 27 49 12 17 13 5 7 1 1 2

5年 度 41 75 23 10 8 9 7 2 1 1

6年 度一 33 81 12 14 3 0 5 3 0 7

(回答134社)

(回答177社)

(回答158社)

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0
マイナス10%20%30%40%50%100%150%200%200%
～0%未 満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 以上

一4年 度

・5年 度
"、、 一6年 度

'、

'

'

'

'

' 、

、

6 、

、

、

、

、

、

、

、
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、

＼
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④ 事業売上高別対前年度伸び率

対前年度
伸率

売上高

マイナス

～0%

口

10%

未満

20%

未満

修

30%

未満

40%

未満
≡

50%

未満

ぶ

100%

未満

150%

未満

1‖川

200%

未満

購

200%

以上

■

1千万円未満 3 13 1 2 0 0 1 1 0 0

5千 万円未満 6 16 2 3 1 0 1 0 0 3

1億 円 未 満 3 6 1 3 0 0 2 0 0 0

5億 円未満 10 16 3 4 0 0 1 2 0 1

10億 円未満 4 6 1 0 0 0 0 0 0 1

50億 円未満 4 12 3 1 1 0 0 0 0 2

50億 円以上 3 12 1 1 1 0 0 0 0 0 (回答158社)

1千万円未満

10%未 満

100%未 満

20%未 満30%未 満150%未 満

5千万聯[二 工 二二 二 二 厭]書 ■一
(回 答21社)

13.3%

1億 円未満

5億 円未満

10億円未満

(回 答32社)

20.3%

(回答15社)

9.5%

(回答37社)

23.4%

50億 円未満

50億 円以上

一 (回答12社)

7.6%一 (回答23社)

14.6%一
～0%10%未 満 20%未 満30%未 満40%未 満

OlO2030405060708090100

(回答18社)

11.4%

(%)
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14.事 業に携わる従業員数 一 事業者規模の拡大化が微増 一

従業員数100人 未満の事業者 の割合が、89.1%か ら82.2%と 減少 し、100人 以上 の事業者の割合は、

10.8%か ら17,7%へ と増加 している。 この傾向は、昨年度 までの傾向と異な り、若干事業者規模の拡大化現

象が見 られる。

① 従業員数内訳 (平成6年 度)

10人

未満

口

20人

未満

30人

未満
修

40人

未満
50人

未適
100人

未満

ぶ

100人

以上

羅

合 計 96 27 16 13 8 12 37

内 部 104 25 17 9 7 12 34

外 部 54 13 2 3 2 4 5

合計% 46.0 13.0 7.7 a2 3.8 5.7 17.7

内部% 50.0 12.0 8.2 4.3 3.4 5.8 16.3

外部% 65.1 15.7 2.4 3.6 2.4 4.8 6.0

合計

内部

外部

～20人 ～30人 ～40人 ～50人 未満

10人未満 未満

(回答209社)

(回答208社)

(回答83社)

100人 以上

(%)
0102030405060708090100
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② 事業売上高別従業員数 (平成6年 度)

従業員数

売上高

10人

未満

口

20人

未満

30人

未満
修

40人

未満
50人

未適
100人

未満

ぶ

100人

以上

翻

計

1千万円未満 20 3 0 0 1 0 1 25

5千万円未満 28 2 1 1 0 0 1 33

1億 円 未 満 !0 3 0 0 1 1 1 16

5億 円未 満 10 11 2 3 2 1 6 35

10億 円未満 1 2 3 3 1 1 1 12

50億 円未満 2 2 4 4 1 5 7 25

50億 円以上 0 0 1 0 0 1 15 17 (回答163社)

40人 未満

1千万円未満

10人未満 20人 未満
1 ＼ ノ)

・=鉢

{

唱==

'ii"鉢

_..鉢

■・亀■.井
・

5千万嚇[=二 二 二 二 二=]嚢 鍵

0人以上

(回答25社)

1億 円未満

5億 円未満

(回答33社)

(回答16社)

(回答35社)

10億円未満

50億 円未満

(回答12社)

(回答25社)

5・億円以上酵 灘 鑛 灘 離 離灘 藝 懸(回 答17社)

30人未満100人 未満

OlO2030 40

100人以上
(%)

5060708090100
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15.事 業に携わる技術者数 一 当然のごとく毎年保有者数が増大 一

情報処理技術者数や、電気通信主任技術者数は、毎年試験が行われているために、当然のことなが ら、毎年

保有者数が増大 している。特に、高度な情報 システムサー ビスに欠かせない特種 情報処理技術者や、オ ンライ

ン情報処理技術者の増加は、よりよい品質の情報ネ ットワークサービス提供に効果がある。(平 成4年 か らの

1社 当たりの技術者数:特 種19.9→26.7→27.4、 オンライ ン6.5→10.2→13.0)

問題 は、 これ ら技術者をどれだけ効果的に活用 して いるかである。また、来年度か らは新試験制度の も

とで、より時代の要請に沿 った高度な技術者試験が行われ、結果が発表され る。この業界での合格者がどの程

度か注 目したい。

① 情報処理技術者保有会社数 (平成6年 度) 複数回答

システム監査 特 種 オ ン ラ イ ン 1種 2種

5人未満 27 28 28 48 48

10人未満 修 7 7 6 12 16

15人未満 3 3 3 3 5

20人未満 ≡一 1 0 2 3 3

20人以上 口 4 15 6 27 48

システム監査 特 種 オ ン ラ イ ン 1種 2種

4年 度人数平均 5.5人 19.9人 6.5人 39.2人 94.2人

5年 度人数平均 8.2人 26.7人 10.2人 44.8人 93.5人

6年 度人数平均 8.2人 27.4人 13.0人 68.3人 100.9人

一社当たりの技術者数平均

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

口4年 度
5年 度 一

修6年 度
〉

∴
.」
物
」
物
物.
物
」

》 》

霧
一

襲
霧

覇
‥ 、

"■ 、

「「 〉 臨 「「 吻 ・
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1
重1

2
重禾
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② 電気通信主任技術者保有会社数(平 成6年 度)

電気通信主任技術者

5人 未満 53

10人未満 12

15ノ味 満 2

20人未満 2

20人以上 11

人数平均 19.7人 (回答80社)

0

5

0

5

0

5

0

5

0

5

0

5

0

6

5

5

4

4

3

3

2

2

1

1

20
人
以
上

20
人
未
満

15
人
未
満

10
人
未
満

5
人
未
満
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16.運 用体制(1年 おきにアンケー ト調査を実施)

複数回答
平成4年 度
(回答 一 社)

平成5年 度
(回答237社)

平成6年 度
(回答 一 社)

運 用 体 制

ホスト・ネットワーク

部分 の運用

体制 が独立
してい る

ネ ッ トワー
ク監視 セ ン

ターがあ る

テス ト用の
ネ ットワー
ク設備があ
る

各種記録の
集計、分析
管理を行 っ
ている

電気通信主
任技術者が
いる

情報処理技
徐渚 試験有
資格者がい
る

4年 口 一 一 一 一 一 一

5年 118 80 55 124 77 136

6年 修 一 一 一 一 一 一

4年% 一 一 一 一 一 一

5年% 49.8 33.8 23.2 52.3 32.5 57.4

6年% 一 一 一 一 一 『

5年 度胃

一
早

一

一
一

一

∨

……

…

…
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情
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が
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17.運 用 時間(1年 お きにア ンケー ト調査 を実施)

① サービスの運用時間(休 日)

休 日無 し 日 曜 日 日 曜 ・祝 祭 日 土 ・日 ・祝祭 日 その 他 の曜 日

4年 度口

5年 度 177 8 13 23 23

6年度修

4年度%

5年度% 72.5 3.3 5.3 9.4 9.4

6年度%

(%)100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

5年 度

一

一 －

Fr圏

休

日
な

し

日
曜

日

日

曜

・
祝

祭

日

土

・
日

・祝

祭

日

そ

の
他

の
曜

日

平成4年 度(回 答 一 社)

平成5年 度(回 答244社)

平成6年 度(回 答 一 社)
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② サービスの運用時間(時 間)

24H 23～

22H

21～

20H

19～

18H

17～

16H

その他

4年 度口 一 一 一 一 一 一

5年 度 142 11 31 8 10 49

6年度修 一 一 一 一 } 一

4年度% 一 一 一 一 一 一

5年度% 56.6 44 124 a2 40 2α4

6年度% 一 一 一 一 一 一

平成4年 度

(回答 一 社)

平成5年 度

(回答251社)

平成6年 度

(回答 一 社)

(%)100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0
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n 口 口
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1
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1

1
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18.セ キュリティ ・障害対策(1年 おきにアンケー ト調査を実施)

① データの機密保護方法

ユーザID,パ ス

ワー ド等 によ る不

正アクセ ス方法

暗号化による通信

情報の不正傍受防
止

入退室管理 閉 域 接 続 その他

4年度口 一 一 一 一 一

5年 度 230 21 150 61 5

6年度修 一 一 一 一 一

4年度% 一 一 一 一 一

5年度% 89.8 8.2 58.6 23.8 2.0

6年度% 『 一 一 一 一

複数回答

平成4年 度

(回答 一 社)

平成5年 度

(回答256社)

平成6年 度

(回答 一 社)

(%)100
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② 障害対策

設備の二重化 モ三夕リ玖 テスト機能

定期保守など各種
ツールによる障害
の早期発見

障害発生時の障害
切分機能や回復機
能

ネ ットワーク
の迂回路構成

その他

4年 度口 一 一 一 一 一

5年 度 90 175 108 74 10

6年度修 一
'

一 一 一

4年度% 一 一 一 一 一

5年度% 41.5 80.6 49.8 34.1 4.6

6年度% 一 一 『 一 一

複数回答
平成4年 度
(回答 一社)

平成5年 度
(回答217社)

平成6年 度
(回答 社)

「(%)
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19.事 業の展開と採算 性 一 情報提供、企業間情報処理、RCSが 上位三位を占める 一

今年度は質問形式を変更 したため、結果に大きな差が出ている。今年度 は事業者の提供サー ビスの同一の表

中 に重点サービス、採算の取れ るサー ビスと してマーキ ングす る方法に変えた。 このため、昨年 までと比
較 し、301社 の提供 サー ビスとの相関を考慮 したためか無 回答の数(重 点提供 サー ビスで176社 、採算の

取れ るサー ビスで209社)が 、大幅に増えた。 その結 果回答数が大 き く異な っている。
ただ し、逆に本年度の結果がよりサービス提供 としては、重点、採算ともに現状に近 いとも考え られる。

この結果、国際VANサ ー ビス、ネッ トワーク運用 ・管理サー ビスを重点的提供、採算のとれるサー ビスと

考える事業者は無 くなり、情報提供、企業間情報処理、RCSが 重点サービスでなおかっ、採算の とれるサー
ビスの上位3位 とな った。パソコン通信サービスは、重点提供サービスでは4位 であるが、採算性に問題があ

ると考え られていることがわかる。

そ
の
他

7

6

ネ

ッ
ト

ワ
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ク
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用
・

管

理
サ

ー

ビ

ス

一

一

国
際
V
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ー
ビ
ス

一

一

企
業
間
情
報
処
理
サ
ー
ビ
ス

37

31

R
C
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25

26

情
報
提
供
サ
ー
ビ
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40
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応
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ー
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ス

13

8

ビ
デ
オ
テ
ッ

ク
ス

8

6

ト
ラ
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ザ
ク
シ
ョ
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中

継
・

接
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16
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フ
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イ
ル
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続
(

蓄
積転

送
)

19

13

フ
ァ

ク
シ

ミ

リ

メ

ー

ル

ー

18

13

音
声
メ
ー
ル

7

6

パ

ソ
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ン

通
信

21

12
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レ

ー

18

8
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線
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換
サ
ー
ビ
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9

7

パ

ケ
ッ
ト
交
換
サ
ー
ビ
ス

10

14

専
用
線
サ
ー
ビ
ス

15

14

提
サ
ロにの的定ス点予ビ重供一

れ
れ
修とわの思日算とザ採るる

複数回答

〔回答125社)

(回覧社)

50

40

30

20

10

0

そ

の
他

ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
運
用

・
管
理

国
際

V
A
N
サ
ー
ビ

ス

企
業
間
情
報
処
理
サ
ー
ビ

ス

R
C
S

情
報
提
供
サ
ー
ビ

ス

音
声
応
答
サ
ー
ビ

ス

ビ
デ

オ
テ

ッ
ク

ス

ト
ラ

ン
ザ

ク
シ

ョ
ン

中
継

・
接
続

フ
ァ
イ
ル
中
継

・
接
続

(
蓄
積
転
送
)

フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
メ
ー
ル

音
声
メ
ー
ル

パ

ソ
コ
ン
通
信

フ
レ
ー
ム
リ
レ
ー

回
線
交
換
サ
ー
ビ

ス

パ
ケ

ッ
ト
交
換
サ
ー
ビ

ス

専

用
線
サ
ー
ビ

ス

/
闘
{

重点的提
供予定の
サービス

採算の取れると
_思 われるサービス

一40一



20.国 際VANサ ービスの状況

① 国際VANサ ービスの提供 一 環境に変化な くやや停滞気味か 一

国際VANに 関 しては、この一年の間に制度、対地、サービス等大 きな変化は無かった といえる。わずかに

KDDのVENUS-Pの 約款外サービスが提供されたが、 これによる、調査データへの影響 はまだ見 られな

い。

全体としての調査データは昨年 とほぼ同様であるが、中ではVANサ ービスを提供 したい国と して中南米を

あげている回答がやや目立 って増えている。

国際VANサ ービスの提供(平 成6年 度)

実施中 提供
予定

時期
未定

予定
なし

将来
実施

実施中
口

撒

予定::.

時期
未定修 籠 ……………

米国 ・カナダ 29 1 1 51 1 4年 度 28 2 4 57

欧 州 23 1 3 51 1 5年 度 30 4 8 77

ア ジアNIES 25 1 3 51 1 6年 度 33 1 7 57

その他 アジア 16 1 4 52 1 4年% 32.9 2.4 4.7 67.1

中 南 米 11 1 2 54 0 5年% 2&8 3.8 7.7 74.0

オ セ ア ニ ア 17 1 1 51 2 6年% 37.5 1.1 8.0 64.8

ア フ リ カ 9 1 3 54 0 平成4年 度(回 答85社)
平成5年 度(回 答104社)
平成6年 度(回 答88社)中 近 東 10 1 3 54 0

ロシアCIS 8 1 2 55 0

そ の 他 4 1 2 54 0

(国 際VANサ ービスの捌 共)

提供予定

4年 度

時期未定
実施中 予定なし＼譲

5年度[二]eeajpt璽i¥¥¥g

6年度

(%)
OlO2030405060708090100
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(国際VANサ ー ビス実施相手国)
複数回答(回 答88社)

米 国
カナダ
ロ

欧 州 ア ジア

NIES

修

その他
ア之ア

中南米

口

オセ
アニア
修

アフ
リカ
羅

中近東

11111111

ロシア

CIS

茎

その他

口

全 体 29 23 25 16 11 17 9 10 8 4

全体% 87.9 69.7 75.8 48.5 33.3 51.5 27.3 30.3 24.2 12.1

OlO2030405060708090100(%)

米 国

欧 州

NIES

アジア

中南米

オセアニア

アフリカ

中近東
ロシア

その他

87.9よ …1

69.7!《 《 蕪
撒_迄 ""....覆 轍 75.8

li1 148.5
… 　 ⊃'』 ㎜

・鋤33
.3

1フll%:,修…lc,,・修ii,il羅

127.3

11澗1‖lllll30.3

24.2

112.1

51.ら

(国際VANサ ービスを実施 したい国)
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ニ

ア

そ
魏

ア

ア

ジ

ア

・

N

I

E

QU

欧

州

米

国

カ

ナ

ダ

4年 度 5年 度

6年度

将来
実施

実施
中

計 %

米国 ・カナダ 32 31一 1 29 30 83.3

欧 州 24 22 1 23 24 66.7

ア ジアNIES 24 24 1 25 26 72.2

その他アジア 16 16 1 16 17 47.2

オ セ ア ニ ア 13 18 0 11 11 30.6

中 南 米 9 10 2 17 19 52.8

ア フ リ カ 8 10 0 9 9 25.0

中 近 東 8 10 0 10 10 27.8

ロシアCIS 6 7 0 8 8 22.2

そ の 他 3 5 0 4 4 11.1

平成4年 度(回 答35社)

平成5年 度(回 答33社)

平成6年 度(回 答36社)
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② 国際VANサ ービスの提供形態 一 直接接続とゲー トウェイ経由が微増 一

昨年に比べ公衆網が減 り、直接接続 とゲー トウェイ経由が微増している。特には、アジアNIESで

直接接続が増え、中南米、アフリカ、中近東では、公衆網が減った分ゲー トウェイ経 由が増えている。

ビジネス展開の変化が現れていると言える。

国際VANサ ービスの提供形態

直接
接続

公衆
網

ゲートウェイ

経 由

その他 直接
接続

公衆網
等使用

ゲー ト

ウェイ経由

その他

米国 ・カナダ 15 5 8 1 4年 口 14 10 18 2

欧 州 6 7 11 1 5年iiii 18 12 17 2

ア ジアNIES 9 6 11 1 6年修 16 8 15 2

その他 アジア 2 4 11, 0 4年% 40.0 28.6 51.4 5.7

中 南 米 1 2 10 0 5年% 46.2 30.8 43.6 5.1

オ セ ア ニ ア 1 4 12 1 6年% 48.5 24.2 45.5 6.1

ア フ リ カ 0 2 9 0 複数回答 平成4年 度(回 答35社)

平成5年 度(回 答39社)

平成6年 度(回 答33社)中 近 東 1 2 9 0

ロシアCIS 0 2 8 0

そ の 他 1 2 3 0

国際VANサ ー ビスの提供形態
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③ 国際VANサ ービスの内容 一 サービス内容にほとんど変化な し 一

回答数に殆 ど変化はない。 また、サービス内容 も変化は小 さく、ファイル中継、 リアル中継及び音声

メールが増えている程度であ り、サービスメニューの多様化 も進んでいるとは言えない。

RCS(リ モート●コンピューティングサービス)

パケット

交換

電子
メール

音声
メール

ファクシミリ

メール

画像
伝送

RCS ファイル

中継

リアル

中継

情報
提供

企業間
情報処理

その他

4甲 コ 13 20 1 14 2 8 10 6 11 9 0

5年iiiii 15 16 1 14 1 10 10 6 14 8 3

6年修 13 16 3 13 2 8 13 9 13 8 1

4年% 40.6 62.5 3.1 43.8 6.3 25.0 31.3 18.8 34.4 28.1 0

5年% 41.7 44.4 2.8 3&9 2.8 27.8 27.8 16.7 38.9 22.2 8.3

6年% 37.1 45.7 8.6 37.1 5.7 22.9 37.1 25.7 37.1 22.9 2.9

複数回答

国際VANサ ービスの内容

30

25

20

15

10

5

0

パ 電 音

ケ 子 声

ツ メ メ

ト11

交 ル ル

換

4年 度(回 答32社)、5年 度(回 答36社)、6年 度(回 答35社)

口4年 度
iiii5年度

修6年 度
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21.事 業におけるネ ッ トワークの相互接続 一 相互接続は横這い

相互接続の有無においてその割合は変化 してお らず、実数において も増加 していない。特別第二種事業者に

おいてX.75が 大 きく減少 し、また一般第二種事業者のX.25も 減少 している。ネ ットワークを自営す る

か否かの二極に分化する傾向がでているが、あるいはさほどアクティブでないゲー トウェイが廃止された もの

と想像できる。特別第二種事業者のその他のプロ トコルが急増 しているが、 「7.サ ポー トプロ トコル」の調

査結果でTCP/IPが 急増 している事 と合わせてみれば、インターネ ット接続などが増加 していると想像で

きる。

① 他社ネ ッ トワークとの相互接続の有無

有 口 無

4年 度 78 130

5年 度 84 156

6年 度 72 136

4年% 37.5 62.5

5年% 35.0 65.0

6年% 34.6 65.4

相互接続の有無(6年 度)

(%)

ネ磯 馴
ネ ッ トワーク

互接続 34.6

654

講;　 ≡il↓魏雛1馴

〔使用プロ トコルの種類〕

企業数 X.75 X.25 その他

特別二種 11 16 1 11

一般 二種
47 2 32 68

その他 3 0 4 3

計 61 18 37 82

% 295 60.6 134.4

〔使用プロ トコルの種類〕 (回答61社)

X.75

X,25

29.5

60.6

:灘 籔 灘134 ・4

複数回答(回 答61社,回 答数137)

020406080 100120140

(%)

一45一



② 将来他社ネットワークとの相互接続の必要性

4年 % 5年 % 6年 %

必要 口 132 64.7 82 48.2 56 39.4

必要なし 23 11.3 35 20.6 29 20.4

分からない 修 49 24.0 53 31.2 57 40.1

平成4年 度(回 答204社)
平成5年 度(回 答170社)
平成6年 度(回 答142社)

相互接続の必要性(6年 度)

か ら よい

0.lr/ta

相互接続が
必要

39.4

相互接続の
必要なし

(%)

相互接続の計画(6年 度)
③ 他社ネ ットワークとの相互接続の計画

計画中 口 計画がない

4年 度 26 128

5年 度 12 109

6年度 14 84

4年% 16.9 83.1

5年% 9.9 90.1

6年% 14.3 85.7

相互接続を
計画中
14.3.

相互接続の
計画がない

85.7

平成4年 度(回 答154社)
平成5年 度(回 答121社)
平成6年 度(回 答98社)
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22.OSIへ の取組 一 〇SI全 体の製品化や対応の遅れが目立っ 一

採用が漸±曽しているのは、電子 メール関係のMOTIS/MHSの 増加によるところが大きい。それ以外 は、

総 じて横這いと言えよう。ただ、今まで採用回答がなかったODA/ODIFが 他1社 のみであるが採用 してい

る回答が寄せ られたのが目を引 く。 しか し、OSI全 体の製品化や対応の遅れ等が、OSIを 積極的に取 り組む

ことを鈍 らせていると考え られ る。

①OSIの 提供 ・検討状況

既に採用

口

す ぐにで も

採用 したし}

様子を見て

決める

修

採用する予

定はない_

分からない

曇i

4年 度 17 13・ 113 14 59

5年 度 22 11 108 28 75

6年 度 21 3 91 28 62

4年% 7.9 6.0 52.3 6.5 27.3

5年% 9.0 4.5 44.3 11.5 30.7

6年% 10.2 1.5 44.4 13.7 30.2

す ぐにで も

(%)

したい1.5

平成4年 度(回 答216社)

平成5年 度(回 答244社)

平成6年 度(回 答205社)
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②提供内容

FTAM MOTIS/㎜S TP ODA/ODIF RDA OSI管 理 その他

5年 度 12 7 5 0 3 3 2

6年 度 11 8 4 1 2 2 2

5年% 37.5 21.9 15.6 0 9.4 9.4 6.3

6年% 36.7 26.7 13.3 3.3 6.7 6.7 6.7

複数回答 平成5年 度(回 答32社)、 平成6年 度(回 答30社)

(%)

FTAM

㎜IS/MHS

TP

ODA/ODIF

RDA

OSI管 理

その他

0 10 20 30405060 708090 100

謡

・…1・罷・ ・.・　ll…1… …126.7

i36.7

'こ113

.3

麹3.3

…iil6.

iiil6.

iiil6.

7

7

7

平成6年 度(回 答30社)
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23.EDIサ ービスの実施状況 一1/3の 業者がEDIサ ー ビスを提供 一

平成3年 か らの 「実施中」、 「実施予定(時 期決定)」 、 「実施 予定(時 期 未定)」 の3っ の合計 は、30.3

%、38.7%、35.1%、35.8%と な ってお り、 また、 「サー ビス提 供の予定 な し」、 もし くは、 「わか らない」

の合計 は、69.7%、61.3%、64.9%、64.2%と な ってい る。 これか ら見 る限 り多少の変化 はあ る もの の、業者

の うち1/3の 業者 はEDIサ ー ビスを提供す るが、約2/3の 業者 は、EDIサ ー ビス提 供をす るっ もりが

な いか 、EDIサ ー ビスにはあ まり関係の ない業務 内容であ るもの と推察 され る。

EDIに お いてサ ポー トしてい るデ ータ交換 ・フ ォー マ ッ トにつ いて は、JCAが まだ比率 は高 い ものの

一貫 して減少 して いるのに対 し、今回 は全銀手順 が急増 しJCAを 上回 った。

また、平成3年 の7.6%か ら昨年の22.2%ま で伸 びて きたCII標 準 はやや伸 びが鈍 った。

①EDIサ ー ビスの実施状況

実施中 実施予定
(時期決定)

実施予定
(時期未定)

サービス提

供の予定な
し

サービス提

供について

分か らない

4年 度 67 5 27 55 102

5年 度 64 3 29 78 99

6年 度 72 4 16 58 107

4年%口 26.2 2.0 10.5 21.5 39.8

5年% 23.4 1.1 10.6 28.6 36.3

6年%修 28.0 1.6 6.2 22.6 41.6

平成4年 度(回 答256社)平 成5年 度(回 答273社)平 成6年 度(回 答257社)

EDIサ ービス実施状況

(%)100
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②EDIサ ー ビスの内容

4年 % 5年 % 6年 %

国内の同一業界内 □ 49 50.5 42 45.7 37 53.6

国内の複数業界間 45 46.4 38 41.3 39 56.5

国内及び国際間 修 14 14.4 12 13.0 10 14.5

その他 3 3.1 3 3.3 1 1.4

(複数回答)

平成4年 度(回 答対象99社(実 施中 ・予定),回 答97社)

平成5年 度(回 答対象96社(実 施中 ・予定),回 答92社)

平成6年 度(回 答対象69社(実 施中 ・予定),回 答92社)

(%)
100
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国
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の
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一
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界
内

③EDIを 利用 しているユーザー数

(契約数)

4年 % 5年 % 6年 %

10未満 8 17.0 10 20.4 10 21.7

20〃 4 8.5 7 14.3 6 13.0

50〃 8 17.0 10 20.4 8 17.4

100〃 8 17.0 3 6.1 7 15.2

200" 0 α0 5 10.2 1 2.2

500〃 11 23.4 7 14.3 5 10.9

1000" 5 10.6 5 10.2 5 10.9

5000" 3 6.4 0 0.0 3 6.5

5000以 上 0 0.0 2 4.1 1 2.2

平成4年 度
平成5年 度
平成6年 度

回答対象67社(実 施中)、回答47社
回答対象96社(実 施中)、回答49社

回答対象72社(実 施中)、回答46社

④参考表 全売上高に占めるEDIサ ービスの売上高の割合

(今年度は、調査対象か ら除外 している)

4年 %

0% 0 0.0

5%未 満 32 84.2

10%〃 5 13.2

20%〃 1 2.6

30%〃 0 0.0

40%〃 0 0.0

50%〃 0 0.0

50%以 上 0 0.0

平成4年 度 回答対象67社(実 施中)、回答38社)
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⑤EDIの"デ ータ交換 ・フ ォーマ ッ ト"の 規格

4年 度 % 5年 度 % 6年 度 %

米国標準(ANSIX.12)□ 9(2) 13.6 6(2) 6.7 6(2) 9.4

国際標準(EDIFACT=ISO9735) 14(7) 14.7 11(6) 12.2 7(4) 12.9

業界標準(日 本電子機械工業会の標準)遥 18(6) 18.9 19(3) 21.1 12(1) 15.3

業界標準(日 本チェー ンス トア協会の標準) 63(14) 66.3 54(11) 60.0 40(5) 52.9

業界標準(全 国銀行協会連合会の標準)修 42(8) 44.2 38(5) 42.2 44(3) 55.3

CII標 準(JIPDEC産 業 情報化推進 セ ンター) 14(7) 14.7 20(7) 22.2 15(3) 21.2

その他 ≡ 15(3) 15.8 14(6) 15.6 14(2) 18.8
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(複数回答)

平成4年 度 回答対象99社(実 施中 ・予定)回 答95社
〔注〕()内 は提供予定

平成5年 度 回答対象96社(実 施中 ・予定)回 答90社

〔注〕()内 は提供予定

平成6年 度 回答対象92社(実 施中 ・予定)回 答85社

〔注〕()内 は提供予定
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24.ISDNサ ー ビスの影響 ・利用 積極的導入へ一転 一

この項 目は、今年度、質問項 目、範囲を拡大 した。

INSネ ット64、1500と もに、利用 しているとする回答が増大 している。昨年は導入済で、一時足

踏み状態の傾向が見 られたが、INSネ ッ ト1500(回 線交換)の ように、ほぼ倍増 しているのが今年の

特徴である。 これは、昨年度の全般的な経済状態では、設備投資を抑え費用削減が重要テーマであったが、

顧客数の増大、高速サー ビスの要求か ら一転、INSネ ッ トを利用 した合理的ネッ トワーク構築 ・拡大を開

始 した ものと考えられる。 この傾向は、B-ISDNサ ービス利用予定数(13%)か らも伺われ る。

また、ISDNの 今後の利用用途にっいては、LAN間 通信を中心と した事業者用ネ ッ トワーク向けサー

ビス(基 幹回線、バ ックア ップ)と マルチメディア通信を中心 とした画像向けサービスの利用ニーズが高い

ことが集計データ上で も確認できた。ただ し、ISDNサ ー ビスの料金、スピー ドについては、妥当、不満

が相半ば しているのも伺える。

①INSネ ット64の サービス利用(回 線交換)

既に
利用
一

利用
予定
一

予定
なし

4年 度 106 26 68

5年 度 116 27 73

6年 度 118 21 40

4年% 53.0 13.0 34.0

5年% 53.7 27.0 33.8

6年% 65.9 11.7 22.3

平成4年 度(回 答200社)

平成5年 度(回 答216社)

平成6年 度(回 答179社)
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一 既 に利用

一 利用予定

一一予定 な し

o頃o、
、

、 、
、 、

、
ro

4
年
度

5
年
度

6

年

度

既に利用 ・利用予定 4年 % 5年 % 6年 %

基幹回線 口 49 39.8 51 38.6 50 37.6

足回り回線 57 46.3 63 47.7 65 48.9

バ ックア ップ 修 32 26.0 39 29.5 37 27.8

その他 ■ 7 5.7 10 7.6 10 7.5

(複数回答) 平成4年 度(回 答123社)

平成5年 度(回 答132社)

平成6年 度(回 答133社)
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②INSネ ッ ト1500の サービス利用(回 線交換)

既に
利用

一

利用
予定

一

予定
なし

4年 度 19 25 93

5年 度 20 19 96

6年 度 32 15 69

4年% 13.9 18.2 67.9

5年% 14.8 14.1 71.1

6年% 27.6 12.9 59.5

平成4年 度(回 答137社)

平成5年 度(回 答135社)

平成6年 度(回 答116社)
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0

一既に利用
一利用予定

予定な し迫
O、 、

、 、
、

、 へ
、
℃

4
年
度

5
年
度

6
年
度

既に利用 ・利用予定 4年 % 5年 % 6年 %

基幹回線 口 13 31.0 9 24.3 12 27.9

足回り回線 10 23.8 9 24.3 11 25.6

バ ックアップ 修 23 54.8 19 51.4 21 48.8

その他 ■ 1 2.4 4 10.8 2 4.7

(複数回答) 平成4年 度(回 答42社)
平成5年 度(回 答37社)

平成6年 度(回 答43社)
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③INS-Pの サ ー ビス利用(INSネ ッ ト64)

既に
利用
一

利用
予定
一

予定
なし

4年 度 56 31 69

5年 度 73 30 74

6年 度 71 16 52

4年% 35.9 19.9 44.2

5年% 41.2 16.9 41.8

6年% 51.1 11.5 37.4

平成4年 度(回 答156社)

平成5年 度(回 答177社)

平成6年 度(回 答139社)
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・予定な し

o
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、 ～ ∨ A、 一 一 ・c

●

4
年
度

5
年

度

6
年

度

既に利用 ・利用予定 4年 % 5年 % 6年 %

基幹回線 口 28 354 36 39.6 31 37.8

足回り回線 45 57.0 44 48.4 40 48.8

バ ックアップ 修 10 12.7 15 16.5 14 1τ1

その他 ■ 4 5.1 7 7.7 7 &5

(複数回答)平 成4年 度(回 答79社)

平成5年 度(回 答91社)

平成6年 度(回 答82社)
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④INS-Pの サ ー ビス利用(INSネ ッ ト1500)

既に
利用

一

利用
予定

一

予定
なし

4年 度 6 14 99

5年 度 7 10 104

6年 度 6 2 71

4年% 5.0 11.8 83.2

5年% 5.8 8.3 86.3

6年% 7.6 2.5 89.9

平成4年 度(回 答119社)

平成5年 度(回 答121社)

平成6年 度(回 答79社)
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一既に利用

一利用予定
・予 定な し

4
年
度

5
年
度

6
年
度

既に利用 ・利用予定 4年 % 5年 % 6年 %

基幹回線 口 5 278 4 26.7 3 37.5

足回り回線 5 278 3 2α0 4 50.0

バ ックアップ 修 7 38.9 7 46.7 3 37.5

その他 ■ 1 5.6 2 13.3 0 α0

(複数回答) 平成4年 度(回 答18社)

平成5年 度(回 答15社)

平成6年 度(回 答8社)
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⑤国際ISDNサ ービス利用

既に
利用

一

利用
予定

一

予定
なし

4年 度 4 3 99

5年 度 3 5 109

6年 度 2 5 78

4年% 3.8 2.8 93.4

5年% 2.6 4.3 93.2

6年% 2.4 5.9 91.8

平成4年 度(回 答106社)

平成5年 度(回 答117社)

平成6年 度(回 答85社)
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O-O つ

一既に利用

一利用予定
一予定な し

、

4
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5
年
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6
年
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既に利用 ・利用予定 4年 % 5年 % 6年 %

基幹回線 口 2 33.3 3 37.5 3 42.9

足回り回線 1 16.7 1 12.5 1 14.3

バ ックア ップ 修 3 50.0 2 25.0 4 57.1

その他 ■ 0 α0 3 37.5 1 14.3

(複数回答)平 成4年 度(回 答
平成5年 度(回 答
平成6年 度(回 答
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⑥B-ISDNサ ー ビス利 用

既に
利用
口

利用
予定

予定
なし

修

4年 度 一 一 一

5年 度 一 一 一

6年 度 0 11 73

4年% 一 一 一

5年% 一 一 一

6年% 0.0 13.1 86.9

平成4年 度(回 答 一 社)

平成5年 度(回 答 一 社)

平成6年 度(回 答84社)

(平成6年 度)

既に利用 ・利用予定 4年 % 5年 % 6年 %

基幹回線 口 一 一 一 一 6 75.0

足回り回線 一 一 一 一 3 37.5

バ ックア ップ 修 一 一 一 一 4 50.0

その他 ■ 一 一 一 『 0 0.0

(複数回答)平 成4年 度(回 答 一 社)
平成5年 度(回 答 一 社)
平成6年 度(回 答8社)
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⑦ISDNの 今後の利用の用途

6年 度 %

基幹回線 川 65 31.7

足回 り回線 ≡≡ 68 3a2

バ ックアップ醐 71 346

LAN間 通信 87 42.4

国際間通信 ■ 13 α3

ファイル転送修 81 仕3

RCSぶ 14 仕8

謡 ㍍ル≡ 22 10.7

画像通信 灘 51 24.9

パ ソコ ン通信iiii 40 19.5

マ冴メディア通 信鞭 73 356

その他 口 2 1.0

(回答205社)

⑧ISDN料 金 ・設備 コス ト

6年 度 %

高 い【川 94 46.8

普 通≡≡ 93 46.3

安 い ….' 14 7.0

(回答201社)

⑨ISDNの ス ピー ド

(%)

6年 度 %

現在の用途では速すぎる川 1 0.5

適切な速度である ≡≡ 118 59.2

もっと高速なものが必要 80 40.2

(回答199社)
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25.今 後の市場展望 一 市場は拡大 ・ビジネス拡大には一層の創意工夫が必要 一

(1)今 後の市場の伸びにっいては98%が 拡大または横這いとみているが、個別意見 としてはそのた

めの環境整備 ・規制緩和の必要性をあげ、さらに現状の業界の冷え込みの状況か らして ビジネス

拡大の難 しさを指摘 している。

(2)こ のような市場環境 に対す る認識の もとで、約7割 の事業者が、競合他社 との競合は可能であ

るとし、 さらに全体の2/3は 、現状のサービスまたはビジネス内容の改変をすることによ り競

合他社 に対 して優位に立てる、と強気の見通 しをもっている。

一方では25%の 事業者が、競争 は困難または優位に立つ ことはできないだろうと答えており、

この市場での ビジネスの難 しさも示 していると言えよう。

(3)新 しいサービスとして、質問の中にいくつかのサービスを例示 したが、デスク トップサー ビス

を除 くその他のサービスについては、実施 したいとする回答がいずれ も25～35%で あることは興

味深い。応用 ビジネスについて も同様の傾向があ り、例示 した各種予約サービス、通信販売など

従来か ら考え られていたサー ビスに加えて、通信型カラオケ、各種エ ンターテイメン ト等新 しい'

サービスにっいて も有望 とする意見がかなりあることは注目すべきである。

① 今後の市場の伸び

6年度 %

拡大す る1}1川1207 835

横這い 36 14.5

縮小する口 5 2.0

(回答248社)

縮小する20

② 他社との競合

6年度 %

競合で きる|1111111 150 71.4

競合できない 60 28.6

(回答210社)
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③ 今後の収益性

6年 度 %

今後 とも競争優位を保てるlllll‖ 21 10.2

ビジネス内容改革し優位を保っ 114 55.3

競争が厳 しく優位を保てない 口 31 15.0

他分野の新規業者との競合は困難iiii 20 9.7

その他 ぶ 20 9.7

(回答228社)

競合 は困難

L_ .…・i

.ii9.7ii

競争優位を

その く
ツ'71α2・

lll　
,,

"蔓i
:一:`

A.
べ

A`

保てない
L 15.0

/ビ ジネス内容改革
、F

55.3

④ 新 しいサー ビスメニ ュー

6年 度 %

ア ウ トソー シ ングlll1111 73 36.5

デ ス ク トップ ≡≡ 9 4.5

EDIサ ー ビス 羅 54 27.0

LAN間 接サー ビス 75 36.5

ネ ッ トワー ク運用 ・管理■ 65 32.5

ネットワークコンサルテーション1修 70 35.0

ネットワークインテグレーション ぶ 62 31.0

個 人 向 け ネットワークサービス 51 25.5

その他 口 9 4.5

(回答200社)
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⑤ 応用ビジネス

6年 度 %

国際通信販売11111111 64 33.7

中古車販売 ≡i一 16 8.4

各種予約サー ビス羅 88 46.3

ソフ ト販売 64 33.7

教育 ・予備校 ■ 78 41.1

通信型カラオケ 修 38 20.0

各種エンターテイメン}ぶ 50 26.3

その他 17 8.9

(回答190社)

(%)100

80

60

40

20

0

そ

の
他

各
種

エ
ン
タ
ー
テ
イ

メ
ン
ト

通
信

型

カ
ラ
オ
ケ

教
育

・
予
備
校

ソ
フ
ト
販
売

各
種

予
約
サ

ー
ビ

ス

中
古
車
販

売

国
際
通
信

販
売

一61一



26.最 近の新 しい通信技術 一 マルチメディア情報通信への関心が高い 一

今回初めての質問であ るが、今後の対応 と して、最近話題の 「マルチメディア情報通信 、 「インターネッ

ト」、rLAN間 通信」への関心の高 さが うかがえる。

アンケー トの方では、今後対応 していこうと思 う技術は、マルチメディア情報通信59.3%、 イ ンターネッ ト

53.9%、LAN間 通信52.9%の 順になったが、フ リーアンサーの方で もこれ らに対する取組み姿勢が強 く見 られ

る。

しか し同時にそれぞれの新 しい技術に対 して慎重な取組み姿勢 も感 じられる点があ り、業者の複雑な心境が伺

える。

とは言 うものの、 メーカー、第1種 業者、異業種か らの新規参入者などの持 ち込む新技術に追随す るだけで

は、第2種 業者は単なる商社的サー ビス仲介業 ・卸売業になって しまう恐れ もあり、独自技術 による付加価値の

創造 という点で今後検討が必要であろ う。

① 今後の対応

6年 度 %

B-ISDN酬1 45 22.1

移動体通信 ≡ 44 21.6

フ レーム リレー 羅 60 29.4

ATM 63 30.9

LAN間 通信 ■ 108 52.9

イ ンターネ ッ ト 修 110 53.9

マルチメディア情報通信ぶ 121 59.3

その他iiiii 3 1.5

(回答204社)
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参 考 資 料

1

2

3

4

5

6

7

8

9

01

全従業員数

接続端末船台数(今 年度、調査対象外)

ユーザー総数(今 年度、調査対象外)

アクセスポイント数(今 年度、調査対象外)

資本金規模と業種構成

資本金規模

サービス地域

契約形態

料金体系

企業間情報処理サービス一覧表





1.全 従 業員数

5

人
未
満

10

人
未
満

20

人
未
満

30

人
未
満

40

人
未
満

50

人
未
満

100

人
未
満

300

人
未

満

500

人
未

満

1

千人

未満

3
千人

未
満

方
人
未
満

芳
人
未
満

10
万
人
未
満

10
万
人
以
上

全従業員数 29 21 24 15 13 6 30 52 24 16 24 15 4 4 0

% 9.6 7.0 8.0 5.0 4.3 2.0 10.0 17.3 8.0 5.3 8.0 5.0 1.3 1.3 0.0

平成6年 度(回 答277社)

(%)

ll[[一 ー 日 日[一[一

10
万
人
以
上

10
万
人
未
満

5
万
人
以
上

5
万
人
未
満

1
万
人
未
満

3
千
人
未
満

1
千
人
未
満

oo
人
未
満

500
人
未
満

300
人
未
満

150
人
未
満

40
人
未
満

30
人
未
満

20
人
未
満

10
人
未
満

5
人
未
満

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

(今年度は、調査対象か ら除外 している)2.接 続端末総台数

5

台
未
満

10

台
未
満

20

台
未
満

50

台
未
満

100

台
未

満

200

台
未
満

500

台
未

満

‡
台
未
満

♀
台
未
満

♀
台
未
満

方
台
未
満

芳
台
未
満

島
台
以
上

4年 度 4 8 7 19 21 23 33 26 25 11 16 7 8

5年 度 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

6年 度 } 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

4年% 1.9 3.8 3.4 9.1 10.1 11.1 15.9 12.5 12.0 5.3 7.7 3.4 3.9

5年% 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

6年% 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

平成4年 度(回 答208社)平 成5年 度(回 答 一 社)平 成6年 度(回 答 一 社)
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(今年度 は、調査対象から除外 している)3.ユ ー ザ ー総 数

5

未
満

10

未
満

20

未
満

50

未満

100

未

満

200

未

満

500

未

満

1
千
未
満

3
千
未
満

5
千
未
満

去
未
満

芳
未
満

膓
以
上

4年 度 22 16 21 26 32 19 31 16 15 8 6 7 1

5年 度 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

6年 度 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

4年% 10.0 7.3 9.5 11.8 14.5 8.6 14.1 7.3 6.8 3.6 2.7 3.2 0.5

5年% 一 一 一 一 一 『 一 一 一 『 一 一 一

6年% 一 一 一 一 一 『 一 一 一 一 一 一 一

平成4年 度(回 答220社)平 成5年 度(回 答 一 社)平 成6年 度(回 答 一 社)

(今年度は、調査対象か ら除外 している)4.ア クセ ス ポ イ ン ト数

5

未
満

10

未
満

15

未
満

20

未
満

30

未
満

50

未
満

100

未

満

200

未

満

500

未

満

1
千
未
満

5
千
未
満

5
千
以
上

4年 度 77 24 18 8 5 5 22 10 1 1 0 0

4年% 45.0 14.0 10.5 4.7 2.9 2.9 12.9 5.8 0.6 0.6 0 0

5年 度 111 28 15 4 9 10 20 12 4 2 0 0

5年% 51.6 13.0 7.0 1.9 4.2 4.7 9.3 5.6 1.9 0.9 0 0

6年 度 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

6年% 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

平成4年 度(回 答171社)
平成5年 度(回 答215社)
平成6年 度(回 答 一 社)
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5.資 本金規模 と業種構 成

農
林
・水

産
業

建
設
業

製
造
業

流
通
業

金
融
業

物
流
業

情
報
産
業

サ

占

垂

;
他 計

1千 億円以上 0 0 4 4 0 0 0 0 0 8

200億 円～
1千 億円未満 0 0 4 0 1 0 1 0 2 8

50億 円～

200億 円未 満 0 0 0 2 1 1 3 0 2 9

10億 円～
50億 円未満 1 0 1 2 1 3 20 0 1 29

1億 円～
10億 円未満 0 0 2 4 1 2 61 5 8 83

1億 円未満 0 0 2 13 0 1 89 6 10 121

計 1 0 13 25 4 7 174 11 23 258

(「資本金」 と 「業種」双方 に回答のあ る企業数258社)
6.資 本金規模

1億 円
未満

1億
～
10億

円未 満

10億
～
50億

円未 満

50億

～
200億

円未 満

200億
～

1千 億

円未満

1千 億
円以上

無回答

計

全体≡ 130 92 32 11 9 9 18 301

% 43.2 30.6 10.6 3.7 3.0 3.0 6.0 100.0

(平成6年 度)

(%) 100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

一ー

一 一__s

-一一 ー
ー ー トー百一ーーーーイ ・

一 一 トーー一一一寸

1億 円1億 ～

未満10億 円
未満

10億 ～50億 ～200億 ～1千 億 円 無回答
50億 円200億 円1千 億 以上

未満 未満 円未満
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7.サ ー ビス地域

① 基本通信サービス

特定地域コ 全 国 国 際 修 全国 ・国際iiii その他■

平成4年 度 46 84 2 6 0

平成5年 度 61 86 3 11 2

平成6年 度 『 一 一 一

平成4年 度

平成5年 度

複数回答

(回答94社 、回答数138)

(回答111社 、回答数163)

(回答 一 社、回答数 一)

特定地域 全国 国際 全国 ・国際

一
「==二二]夏蚕聖王 蚕飼一その他
OlO2030405060708090100(%)

② 高度通信サービス

特定地域口 全 国 国 際 修 全 国 ・国際iiii その他■

平成4年 度 75 120 6 42 3

平成5年 度 89 167 2 36 2

平成6年 度 一 一 一 一

特定地域 全国

複数回答

(回答144社 、回答数246)

(回答168社 、回答数296)

(回答 一 社、回答数 一)

国際 全国 ・国際

平成4年 度

平成5年 度

[二二]===≡ 璽 その他

[二 二]夏====玉 璽 麹一その他
OlO2030405060708090100(%)

③ 情報処理サービス

特定地域口 全 国 国 際 修 全 国 ・国際iiiii その他■

平成4年 度 139 156 3 28 2

平成5年 度 112 103 1 27 4

平成6年 度 一 一 一 『

平成4年 度

平成5年 度

複数回答

(回答141社 、回答数328)

(回答173社 、回答数247)

(回答 一 社、回答数 一)

特定地域 全国 国際 全国 ・国際

[==二]三 夏 璽=韮 蟹Lそ の他

「===下==二=豊 その他
0102030405060708090100(%)
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8.契 約形態

① 基本通信サービス (%)

契約約款による
サー ビス ロ

個別契約による
サー ビス

その他
修

4年 度 30.4 63.7 5.9

5年度 33.1 57.8 9.1

6年度 一 『 『

契約約款 個別契約

複数回答

(回答92社 、回答数135)

(回答111社 、回答数154)

(回答 一 社、回答数 一)

その他

4年 度 30.4 63.7 5.9

5年 度 33.1 57.8 91

OlO20

② 高度通信サービス

3040506070 8090

(%)

契約約款による
サー ビス ロ

個別契約による
サー ビス

その他
修

4年 度 40.1 51.2 8.7

5年度 33.6 49.8 16.6

6年度 一 一 一

契約約款 個別契約

100(%)

複数回答

(回答155社 、回答数242)

(回答168社 、回答数277)

(回答 一 社、回答数 一)

その他

4年 度

5年 度

401 51.2 8.7

OlO20

③ 情報処理サービス

3040506070 8090100(%)

(%)

契約約款による
サービス ロ

個別契約による
サー ビス

その他

修

4年 度 36.3 60.1 3.6

5年 度 26.8 66.2 6.9

6年 度 一 一 一

契約約款 個別契約

複数回答

(回答162社 、回答数223)

(回答173社 、回答数231)

(回答 一 社、回答数 一)

その他3.6

4年度[=三 コ=三 聖==王 覇

5年 度 268 66.2 69

OlO2030405060 708090100(%)
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9.料 金体系

① 基本通信サービス

基本料金
+従 量制料金 口

基本料金
+月 額固定料金

ユーザーとの

個別契約 ぶ

その他
≡

4年 31.9 17.8 43.0 7.4

5年 32.7 19.6 40.5 7.2

6年 一 一 一 一

(%)

複数 回答

(回答92社 、回答数135)

(回答111社 、回答数153)

(回答 一 社 、回答数 一)

基本料金 基本料金 ユーザーとの
+従 量制料金+月 額固定料金 個別契約 その他

4年 度

5年 度

0102030405060708090100(%)

② 高度通信サービス

基本料金
+従量制料金 口

基本料金
+月 額固定料金

ユーザーとの

個別契約 ぶ
その他

≡

4年 40.5 11.7 29.1 18.6

5年 38.9 11.3 30.9 19.1

6年 } 一 一 一

基本料金
+従 量制料金

4年 度40.5

5年 度

基本料金 ユーザーとの

+月 額固定料金 個別契約 その他

11.729.118.6

(%)

複数回答

(回答155社 、回答数247)

(回答168社 、回答数282)

(回答 一 社、回答数 一)

OlO2030405060708090100(%)
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③ 情報処理サービス

基本料金
+従量制料金 口

基本料金
+月 額固定料金

ユーザーとの

個別契約 ぶ

その他

書

4年 32.0 11.7 47.3 9.0

5年 32.8 7.3 48.7 11.2

6年 一 一 『 一

4年 度

5年 度

基本料金
+従量制料金

基本料金 ユーザーとの
+月 額固定料金 個別契約 その他

(%)

複数 回答

(回答162社 、回答数222)

(回 答173社 、回答 数232)

(回答 一 社 、回答数 一)

OlO2030405060708090100(%)

一69一



10.企 業 間情報処理 サ ー ビス一 覧表

Nα サ ー ビ ス 名 称 対 象 業 種 サ ー ビ ス の 特 徴/概 要 備 考

1 VANサ ー ビス 薬品 ・雑貨小売 VAN中 継
RCSサ ー ビス 文具 ・事務用品部 当社 ホス トとのRCSサ ー ビス

主得意先とのオ ンライ ン処理サー ビス
2 発注データ伝送サービス レコー ド小 売店 特にな し

売掛管理 石油販売業 POS、IT端 末 との送受 信

3 受発注処理 小売 スーパーと卸売業 小売スーパーか らのPOSに よる注文を分
類して各卸売等に転送

5 デー タバ ンク 広告業 マ ー ケ テ ィ ン グ ・デ ー タ ・サ ー ビ ス

視聴 率デ ータ ・サ ー ビス

広告業 ・放送局 番組情報
6 輸送情報サー ビス 社内、親会社間違業情

一 報
8 ネ ッ トワー ク型POSサ 中小 スーパ ー 販売管理

一 ビ ス

病 院窓 口オ ンライ ンサ ー 病院 専用 オ ンライ ンサ ー ビス
ビス

9 EOSサ ー ビス 食品 スーパ ー 発注、棚卸 しがで きる
ホ ームセ ンター

10 与信管理サービス ク レジッ トカー ド&信 顧客管理と総合与信情報提供
用保証会社 RCSサ ー ビ ス 、 フ ァ ク シ ミ リ メ ー ル サ ー

ビス

債権回収管理サー ビス フ ァイナ ンス業 EDIサ ー ビス

金融 ネ ッ トサ ー ビス 不特定業種 事業主一顧客一銀行間ネッ トによる代金回
収&顧 客管理のEDIサ ー ビス

11 VANサ ー ビス 小売業
12 VANサ ー ビス 小売 ・卸間 受発注

ネ ッ トPOS 小売 販売管理
13 受発注/指 図データ交換 建材販売工店 JUST-PC手 順 ・自社 開発 した ソフ ト

サ ー ビス をユ ーザ ーへ提供

繊維加工場 ・機渡場等 BSC手 順+自 社独自規約

全銀協手順
倉庫 ・運送業 BSC手 順+自 社独 自規約

全銀協手順
銀行 とのデータ交換 金融業 全銀協手順(電 話 ・DDX・INS)

14 EIAJ-EDIサ ー ビ 電 子部品 製造業(セ ヲトメ EIAJ標 準EDIサ ー ビス

ス 一か と部品メーか)

EDIサ ー ビス 関連 グループEDI 独 自EDIサ ー ビス

(セットメーか と 部 品 メーか)

OSI/VTサ ー ビス 損害保険業界 OSIと 独 自プ ロ トコル の変換 サー ビス

(代理店 と元受)
EOSサ ー ビス 日用雑貨 ・食品 ・薬 品 ベ ンサム標準EOS

業界(小 売と卸売)
VANサ ー ビス 家電量販店VAN NEBA標 準 化EDIサ ー ビス

(量 販店 とメーカ ー)

15 EDIサ ー ビス 電力関連企業 電事連標準によるEDIサ ービス

16 受発注データ交換サー ビ ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト と スウィ ッチング型EOS

ス(EOS) 卸売業
医薬品VAN 薬局 ・薬店 と卸売業 一

17 配車計画支援 ビール配送(製 造工場 ビール工場 と運送会社100社 間の配送連絡

と協力中小運送会社) 配車計画と配車状況の把握
不動産情報 不動産販売業 売買物件を入力 し、全会員による販売促進

小学生宅サービス 一般家庭 5教 科にわた りテス ト式で学習
18 EOSサ ー ビス スーパ ー、卸 間の 受発 JCA手 順 に よるEOSサ ー ビス

注処理
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Nα サ ー ビ ス 名 称 対 象 業 種 サ ー ビ ス の 特 徴/概 要 備 考

42 船張 ・口振伝 送サ ー ビス 一般企業
全銀手順標準による伝送サー ビス

43 流通VANサ ー ビス 流通業 受発 注EOSサ ー ビス
44 EDIサ ー ビ ス 電子部品製造業 EIAJ

受発注処理 量販店、NEBA 業界標準手順にてサー ビス
45 発注 システム導入 ・運用 食品卸売業、小売業 HHT発 注～本部端末機能、ベ ンダー配信

サ ー ビス
46 流通VAN 薬品問屋、病院 薬品受発注
47 EIAJサ ー ビ ス 電子部品製造業
48 POS情 報処理 流通業
49 オ ンライ ン受 発注サ ー ビ 流通業(量 販店 と卸問 JCA手 順 によ るEOSサ ー ビス

ス 屋)
50 資金 決済EDIサ ー ビス 北部九州3県 の金融機 全銀手順によるEDIサ ービス

関と各企業
52 受発 注VANサ ー ビス スー'{一マーケヲト と 卸 売 店 一
53 自動会計サービス 全業種 全銀 フ ォーマ ッ トによ る集 金サ ー ビス

税収納照会サー ビス 地公体 税収納部門 専用回線による税収納状況照会サービス
54 集金代行サー ビス 業種は特定できず 全国金融機関の口座引落 しによる集金代行

サ ー ビス

55 売掛金消込 一般企業 銀行、共同CMSか ら入金明細を受信 し、

売掛金消込をする
経費支払 一般企業 会計処理後の支払データを銀行に送信する

56 蓄積交換サービス 電子 部品製 造業(セ ットメ 企業間の汎用データ交換サー ビス(CII
一か と部品 メーか)金 融 JCA、 全 銀 を含む)

会社 と一般企業など
57 CII-EDIサ ー ビ ス セヲトメ十 と部品 メーか CII標 準 によ るEDIサ ー ビス
58 受発 注VANサ ー ビス 事務用品ディラー 受発注処理
59 CSMD 日雑系卸売業 複数企業間販売物流 システム

CDSS 消 費財 メー カー 意思決定支援 システム
CEDI 日雑系卸売業一小売業 オ ンライ ン受発注データ交換サービス

60 KKN 量販店 J手 順 によ るEOSサ ー ビス
VANサ ー ビス コ ン ビニ エ ンス ス トア コ ン ビニエ ンスス トア総合情 報 システ ム

情報処理 卸売業 販売情報 ・在庫情報の提供、売掛買掛管理
61 VANサ ー ビス 量販店一取引先 受発注サー ビス
62 受発注サービス 小売業(卸 売業) 受発注業務(JCAを 標準 とした)
63 受発注サービス 流 通 業(コ ンビニエンスストアと JCA手 順 による受発注サー ビス

ベンダー)

在庫照会 流通業(販 売会社 とメー 在庫の引当による発注サービス
か)

64 発注データ スーパーと 卸 ・ メーか 発注 デー タ、支払 デ ータ
POSデ ータ 情報サービス 発注 デー タ、支払 デ ータ

65 CII/EIAJED 電子部 品製造 業(セ ヲトメ CIIに よ る標準EDIサ ー ビス
1サ ー ビ ス 一か と 部 品 メーカー)

66 ク レジッ トサ ー ビス 信販会社 相互交流 CAFISに よ るク レジ ッ トデ ータ交 換
67 VANサ ー ビス 食品 ・雑貨流通業 受発注データの交換
68 部品調達物流 システム① 各 種 エンジンメーか と 部 品 メー メーカーとの調整による独自仕様のEDI

か サ ー ビス

部品調達物流 システム② 情報関連機メーか と部品 メーカーとの調整による独自仕様のEDI
メーか サー ビス

69 REPORT 商流管理 国際間における受発注サー ビス
REWADS 在庫管理 国際間における倉庫業務サービス
EXACT 輸送管理 国際間における貨物追跡管理サー ビス

70 VANサ ー ビス 衣料小売業と卸売業 ター ンアラウン ド伝票による受発注処理
FB 銀行 振込、入金通知、給与等への各処理

71 食品企業間 食品 メー カー、問屋 日食協 フ ォーマ ッ トによ るデー タ交換
72 JIP-VAN ス ー パ ー チ ェ ー ン店 J手 順による受発注処理
73 EDIFACTサ ー ビス 航空関連産業 EDIFACT標 準 によ るEDIサ ー ビス
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Nα サ ー ビ ス 名 称 対 象 業 種 サ ー ビ ス の 特 徴/概 要 備 考

73 ANSIX.12サ ー ビ 航空関連産業 ANSIX.12標 準 によ るEDIサ ー ビ

ス ス

SPEC2000サ ー ビ ス 航空関連産業 SPEC2000標 準 に よるEDIサ ー ビス

75 EIAJ-EDIサ ー ビ 電子部品製造業(セ ヲ}メ EIAJに 標準 によ るEDIサ ー ビス

ス 一カー と部 品 メーか
、 特 約

店)
VANサ ー ビス 家電製品製造業(メ ーか E-VAN規 約 による家電流通VANサ ー

と量販店) ビス

資材発注業務(部 品メー 独 自 ビジネ スプ ロ トコル に よるサ ー ビス

か と当社間)
76 VANサ ー ビス 機械工具業界加盟企業 加盟企 業(メ ーか 、卸 、小 売)間 で の受発 注

サ ー ビス

文具、紙業界加盟企業 加盟企業(メ ーか 、卸 、小 売)間 で の受発 注

サ ー ビス

家電メーカーと量販店 家電メーカーと量販店(小 売)と の受発注
サ ー ビス

管工機材業界加盟企業 加盟企 業(メ ーか 、卸 、 小売)間 で の受 発注

サ ー ビス

電設資材業界加盟企業 加盟企 業(メ ーか 、卸 、小 売)間 で の受発 注

サ ー ビス

レコードメーか及 び販売店 メーカーと販売店(小 売)間 の受発注、及

び案内情報の交換
出版社と取次企業 書籍に関する受発注サー ビス

77 集配信サー ビス 金融業 全銀手順を用いた蓄積伝送
78 EDIネ ッ ト ワ ー ク サ ー 全業種 ネ ッ トワー ク上 に位置 す るEDI専 用メ ー

ビス ルボ ックス シス テム。PCか らホス トまで

様 々なユ ーザ ー イ ンター フェースを持ち、
データチ ェ ック、 デ ー タの蓄積、加工 な ど

EDIの 要 となる機能を装備。
79 VANサ ー ビス レンズメーか 、 卸 、 小 売 受発注サービス

家電 メーか、量 販店 受発注サービス

家電 メーか、 系列店 受発注サービス
80 EIAJ-EDIサ ー ビ メーカ ーと資材取 引先 EIAJ標 準 に よ るEDIサ ー ビス

81

ス

資材VANサ ー ビス 電子 部品製造 業(セ ヲ}メ EIAJ標 準、 ユ ーザ ー固 有 データによ る
一か と部品 メーか) EDIサ ー ビス

建設業界VANサ ービス 建 設 業(ゼ ネコンと サブコン、 CI-NET標 準 に よ るEDIサ ー ビス

設備業者)
81 損保VANサ ー ビス 損害保険業(損 保元受 損保協標準メッセージによるデータ交換サ

と代理店) 一 ビ ス

食 品VANサ ー ビス 食 品業(メ ーか と卸) 食品業界標準メ ッセージによるデータ交換
サ ー ビス

CII-EDIサ ー ビ ス 電子 、建設 、物流 、住 CII標 準(含 むEIAJ標 準)に よるE

宅産業等 DIサ ー ビス

一73一





各 種 意 見

(1)OSIに ついての期待、問題点、及び要望など

(2)ISDNに ついての ご意見など

(3)EDIの 普及と推進にっいての意見 ・要望

(4)最 近の新 しい通信技術への取 り組みにっいての意見

(5)事 業を進めていく上での政策的支援の要望など





(1)現在、OSlは あま り普及 していません。何故普及 しな いのか、OSlの 問題点、及び

今後の普 及にあたっての意見 ・要望等が あ りま したら、 ご自由にお書 き下 さい。

OSIに 関す る意見数が今回の調査で増加 に転 じた。

「なぜ普及 しないのか」、rOSIの 問題点」及び 「今後 の普及 に当た っての意見 ・

要望等」の意見の割合 は、各 々50%、30%、20%で あ り、普及推進 に関す る問題 を指摘

す る意見 が 目立 った。

「なぜ普及 しないのか」に関す る意見で は、 「既存 の業界標準が普及 していること、

新規の投 資負担等に問題が あること」等の意見があ る反面 、 「OSIに 対す る理解 が不

足 している こと」を指摘す る意見 もあ った。

rOSIの 問題点 」に関す る意見で は、 「プ ロ トコルが重 たいこと」等OSI自 体 の

問題 を指摘す るとともに、 「標準化 のス ピー ドが遅い こと、 メーカーのサポー トに不 安

があ ること」等の外 部要因 を指摘する意見があ った。

「今後 の普及に当た っての意見 ・要望等 」に関す る意見で は、 「普及推進のための機

関の必要性、OSI特 有 の利用者 メ リッ トの提供」等 を指摘す る意見があ った。

1)な ぜOSIは 普及 しないのか。

・ユーザー側 はOSIに っいて内容を理解 していない。

各応用 プ ロファイルを採用 した時の メ リッ ト、 コス ト等 について情報が不足 して いる。

一部の大企業 な らともか く
、殆 どの企業 にとって は現時点で は役立っ とは思え ない。

・成功事例 が少 ないか、広 く一般 に知 られていない。

'普及しないと思われる理由 〔1:竺:纂

ができている.

・以下、業界標準の プロ トコルで充分 ①SNA、 ②TCP/IP 、③EIAJ/TP等

OSIに な じまな い ものがある。

・既 にTCP/IPが デ フ ァク トスタ ンダー ドと して確立 されてい るため、OSI利 用 の

意味合 いが薄れ、結果 と して普及 していないと考 え られ る。又、標準化 に相当の時 間が

かけ られてお り、技術の進展す るス ピー ドに追いつ いて いない。OSIそ の ものを普及
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させよ うとす るのではな く、OSIの 持 つ有効な技術 をデ ファク トスタンダー ドに組 み

込 まれる姿勢が必要 なので はないだ ろ うか。

・使用にあた って設備が高 い。業界標準の採用が無 いため普及 しない。

・TCP/IPに 事実上、標準の座 を取 られている。

・汎用機 メーカーのOSI製 品 は高価で あ り、デ ファク トスタ ンダー ドであ るTCP/I

Pに 傾 き易い。OSI管 理 には期待す るところ もある。

・既存 システムか らC/S型 システムへの変更が ノウハ ウ、資金不足で止 ま って いる。

・既 にJCA手 順、全銀手順等の業界標準手順が普及 して いるため、OSIへ の切 り換 え

は各業界で一斉に行 う必要があるが、新 たなハー ド・ソフ トの費用が伴 うので、各業界

の足並みが揃わない。

・標準化決定 までのス ピー ドの遅 さ(決 まった時 にはとんどの ところは実効標準 の手順で

行 ってい る)

普及 に対 す る強力な推進の仕組みのなさ(一 度仕組み と してで きている ものを切 り換 え

るためには"金"と 強力な仕組みが必要であ る)

・無駄 な ことは しないほうがいい。マーケ ッ トにまかせ るべ きだ。普及す るはずがな い し、

税金 の無駄であ る。

・リースの償却が5年 と長 いため と、新 フォーマ ッ トへの乗 り換 えタイ ミングを失 う。次

回 リプ レース時 には、別 フ ォーマ ッ トが開発 されてお り、一つのフ ォーマ ッ トに安定で

きな い。

・日本国内での コ ンピュータ利用 は、FAを 除 いて ステータス、利益処分 とい った 目的か

ら導入 されて きた傾 向が強 く、本来の システムその ものの必要 が問われ は じめたのは、

っ い近年 になってか らであ る。 だか ら、 システムの必要性 について もまだ開放 型 システ

ムの本当の必要性を理解 されていないの と、通信 といった コ ミュニケー ション手段につ

いてな じみが薄 いことが原因ではないで しょうか。

個人 レベルでの展開に協 力 して ほ しい。

・当社 はWSベ ースのゲー トウェイシステムが中心 であ り、実効標準 のTCP/IPベ ー

スで構成 されている。ベ ンダーよりOSIベ ースの ものが安価で汎用的に提供 され るよ

うで あれば採用 もあり得 るが、当社が積極的 に望 む必要度は少 ない。

・OSIを 理解 した技術者がいないことと、当社の対応す る業界での利用者 の不在 のため。

・一 企業 内の場合 の収支 は問題 ないが、多 くの組織が使用 した場合 には、経 費負担 の問題
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があ る。

・提供側 の意思統一が不十分で利用上の統一性が不徹底であ る。

・OSI実 現の ための設備投資(H/W 、S/W)、 運用面での ラ ンニ ングコス ト及 びセキ ュ

リテ ィ、利用へ の費用対効果面で、二の足を踏む場合があ ると思 われ る。

・コス トがかか る。

2)OSIの 問題点

・OSIは 、ユ ーザー ・サイ ドか ら見て完全な標準化手順でな く、ユーザ ー側でのカスタ

マイズ作業が必要で あ り、技術的 に高度 なので現状で は採用 しがたい。

・ハ ー ドが共通の アーキテ クチ ャで作 られていない為、 ソフ トで各 システム間を接続 しよ

うと して も技術的 に無理 があるので はないか。

・プ ロ トコルが複雑で重す ぎる。

TCP/IPが 業界標準 とな ってお り、OSIに 移行す るメ リッ トが無 い。

・OSI導 入後の メ ンテナ ンスに問題 があ る
。マルチベ ンダー と して は、OSIメ ンテナ

ンスに対す る不安がつ きまと ってい る。障害発生時の障害箇所の特定、調査等に対す る

メーカー側の技術サ ポー トが確実に享受で きるのか。あるいは、障害 に係 る修復費用の

費用分担の問題を解決で きるのか等 の問題を解 決す る必要が ある。

・少 々、否定的な意見 とな って しまうが、OSIが 皆 に支持 されれば採用す るにやぶ さか

で ない。

①標準を決め るのに時間がかか りす ぎとも思われる。(改 訂 も含む)

②規模が大 き くな り過 ぎて実運用が難 しいのでは。

③ 結局 、デ ファク トスタ ンダー ドも認め られ る。(TCP/IP)

④ 実績 がない と顧客の不安を拭 えない。

⑤ 新 しい技術 はなかなかTopDownで は決ま り難 いと思われ る。

⑥ メーカーが本腰 を入れて推進 して もらえれ ば。

・システム的 に重 い、高価である。環境設定が難 しい。

今後の グ ローバル プロ トコルはTCP/IPの 方向と考 えて いる。

・フ レキ シビリティに欠け るため今後 も余 り期待できないので はないか。

・OSIを 採用 して も何 か新 しいサー ビスが可 能 になる訳で はな いため、サー ビス提供側

か ら積極的 には提案 しず らい ものがあ る。
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・OSIと 言 って い るが本 当 にOSIか 、 各 メ ー カー共 本 来 のOSI化 され て い な い ので

はな いか 。

・OSIの プ ロ トコル は重 い
。 実装 が めん ど くさい 。TCP/IPやX.25の 方 が軽 い し

普 及 して い る。 フ レー ム リレー 、FDDI、ATM等 との相 性が よ い(っ ま りは 、製 品

群 が豊 富 で あ る)。

・標 準イヒカミ遅 い
。

・現 在 、パ ソ コ ン、 コ ン ピ ュー タ、OS、 各 種 ア プ リケ ー シ ョ ンが乱 立 して い る。 この よ

うな状 況 で は、 オ ーバ ーヘ ッ ド(先 行 投 資)の 大 きい規 格 は普及 しな い。 もっ とアバ ウ

トで即 物 的 な代 物 が 必 要 で あ る。

3)今 後の普及に当た っての意見 ・要望

'　 ⊇:魔i欝;1… 隠
一

・誓えて いえば、 「国 によ って供給電圧 とコ ンセ ン トの形が異な るため、電気 器具 がよそ

の国で はその まま使え ないが、解決手段が容易 に得 られ るので本 当に困 った と思 って い

る人 はほとん どいない」 という状況 に似てい ると思 う。っ まり、異 なる システム間の コ

ミュニケー シ ョンは他の方式で十分間 に合 ってい るとい うのが現実で はないか と思 う。

過去 のJCA、 全銀の普及を見 てみ ると、必要性 にっ いて共通の認識があ った ことに加

えて業界団体の強力 な リーダー シップがあ った。強 力な リーダー シップを持 った会社 ・

業界が出現す ることが第一の条件であ る。そ して、OSI下 のアプ リケーシ ョンを通 し

て、他の方法では得 られ ない利用者 メ リッ トを提供で きる ことが必要 と思 う。ユーザー

に大 きな影響力を持つ団体が標準 として採用す ることが普及の糸口 となると思 う。

・ユーザー側か ら見 た場合、OSIそ の ものの利点 が理解 されて も、 コス トパ フ ォーマ ン

ス及び導入 に関す る条件(技 術者 、利用範囲、業界等 の統一化)が 決 まらないため、具

体的な投資がで きない ものと思われる。 また、 このよ うな ソフ ト製 品において は、すべ

てのユーザ ーが簡易 に導入可能 となる条件が必須であ り、提供 メーカー側での統一化 し

た製品の提供及び運用ベ ースで考えた業界単位、広 くは国内全般での導入促進が条件 と

なる。 自社のみ導入 して も、相手が未 サポー トであれば、意味のない もので ある。導入

促進 において、キー とな る推進機関が必要 と考え る。
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・OSI標 準 が決 まる前 に、いわ ゆるデ ファク ト・スタ ンダー ドが利用者層、ベ ンダー層

に浸透 して しま う。標準化の テ レポを早め る必要があ るので はないか。

・イ ンターネ ッ トとの積極的共存な どを検討。

・ネ ッ トワー ク事業者側 と端末 システムのベ ンダーが協 力 して
、大 きなロ ッ トで生産で き

れば安価にな り、普及す る。 イニ シアティブの問題 と思 う。

・パ ソコ ンの普及が圧倒的 に遅れている。魅力あるデータベ ースサー ビス(例 えば、 イ ン

ターネ ッ ト)が 普及 す ること。 メーカーがエゴを捨 てて、 オープ ンシステム対応のハー

ド・ソフ トの普及に努め ること。

・現在実施 して いる情 報処理 サー ビスは、企業 ・特定団体の独身寮を主 とした寮電話 シス

テムであ り、①電話 の基本通信 サー ビス と、②加入者(寮 生)毎 との レンタル契約 に基

づ く月額料金の精算 サー ビスを主 と している。従 って、非常 に単機能 であるが多 回線 と

の アクセスが必要 とな る。 しか も繁用時が月末に多輻接す ることか ら、'回線効率 の向上

を 目的と して、高速 、単機能 、廉価 とな るシステムの開発(ネ ッ トワー クを含む)を 希

望す る。

・運営 してい くなかで の、ハ ー ド保守の責任体制、社内の技術不足 、パ ソコ ンの急激 な発

展による比較検討の必要性、 などがあ る。
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(2)lSDNに つ いて、その他 ご意見が あればご自由にお書き下 さい。

意見は、サー ビス内容 に関す るもの、費用 に関す る もの、その他 に分類で きる。

サ ー ビス内容 にっいて は、通信速 度な ど能 力に関す るもの、瞬断や遅延時間な ど品質

に関す るもの、開通 までの リー ドタイムに関す るもの、 アナ ログ網か らの同番移行 に関

す るもの、公事接続 な ど制度面 に関す る ものがある。

料金面 にっいて は、網 サー ビスの料金 に関す るもの、TAな ど関連機器の価格 に関す

るものがあ る。

その他 は、異 なるメーカー間のTAの 整合性に関す るもの、ISDNサ ービスにおい

て もNTT以 外 のキャ リアー参入 によ る競争を望む もの等が ある。

1)サ ー ビス面 に関す る意見

・ISDN設 備確認に手 間取 り、確定 スケ ジュールが引きに くい。事前の拡充工事を望む。

・INS64の 高速専用回線が欲 しい。

・もっと早 く回線を開設 して欲 しい。(今 は申込み してか ら1ケ 月程かか る)

・公 一専接続の早期解禁が望 まれ る。

・一般家庭へ もっと普及す るための施策 ・サー ビスが必要で ある。

・現状の設備を変更せず 、よ り高速への対応が可能 になれば、 アプ リケー ションの幅が広

が る。

・音声の公 一専接続を早 く認 めて ほ しい(ISDNの 普及促進の為 に も)

・サー ビス提 供側の設備計画 によ り申請か ら提供 までの期間(長 す ぎる)に バ ラツキがあ

りす ぎる。

・瞬断 の改善を して ほ しい。

・現在 のISDN回 線 は中途半端 な容量 である。ただ一般 回線 よ り少 し容量が有 るだけで

動画 に利用で きず、 ソフ ト・ハ ー ド面 の コス ト高で設備投 資が しに くい。B-ISDN

を早 く導入 して もらいたい。

・スループ ッ トに関す る規定が不 明確で あ る。

・ISDNを 導入す ると電話番号 が変化す る。 これでは従来 の回線か らスムーズに移行で
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きない。電話番号 は、企業の住所 に等 しいので、そ うそ う変え られな い。

2)料 金面 および関連機器価格に関す る意見

・利用料金 のさ らなる逓減を希望 します。

・離島におけるデ ジタル通信モー ドの通信料 を通話モー ドと同一 に して ほ しい
。(現 在 、

通話 モー ドは加入電話 と同様 に海上距離 は含 まれてないが、デ ジタル通信 モー ドは、海

上距離が含 まれて いる)

・通信料金の さ らなる軽減へ努 めて欲 しい。

・安 くして ほ しい。

・将来、 マル チメディア対応 を採用す る場合 は、B-ISDNレ ベルの広帯域 の ものが必

要 であ り、料金的 には現状 レベルであ ることが望 まれ る。

・料金体系を もっと工夫 し、多様な利用形態 に合 わせた もの とすべ きあ る。

・公衆回線 と同等の価格 にな らなければ
、現在利用す る用途 が当社の業務 にはない。

・TAが 高 い。

・TAの 価格 帯が5万 円位 な らよいのだが、アナ ログか らの乗 り換えは、20万 円を見な い

と実効で きな い。周辺が高 い。

・ISDNそ の ものに対 しての意見で はな いが、ISDNを 利用す るためのホス ト周辺装

置を各 コン ピュータメーカーはもう少 し安価 に提供で きない ものか。

3)そ の他 の意見

・各 メーカー提供のTAに つ いて、イ ンター フェイスが合わ ないものが あ り、ユーザー側

で問題 にな っている。当社 と して は、実績ベ ースにアナウ ンス して いるが、本来 国の機

関でのチ ェックが必要であ ると思われ る。

・LAN間 接続の ため、 フ レーム リレーへの移行を検討中であ る。

・NCCの 早期参入を期待 している。
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(3)EDlの 普及 とその推進 のための方 策及 び普 及に当たっての障害 にはどの様 な ものがあ

ると思われ ますか。 また、貴社では どの様に取 り組 まれようとされてい ますか。 ご自由

にお書き下 さい。

EDIの 普及 とその推進のための方策 にっ いて は、 「企業 コー ド、伝票等の ビジネス

プロ トコルの標 準化 」 「業界 ・業 際標 準 の推 進」 「導 入費用 及 び運用 面 の対応

策」 「標準パ ッケー ジソフ トの開発」 「法制度面 の見 直 し」 「セキュ リティの確

保 」 「その他の普及策」に分け られ る。

特徴的な意見 と しては、

① 業界 ・業際標準の積極的な推進

② 費用面 と導入運用面か らの対応策

③ ビジネ スプ ロ トコルの標準化

などがあげ られる。

1)企 業 コー ド、伝票等の ビジネスプロ トコルの標準化

・障害 と して、個々の企業が 自社独 自の コー ド体系(仕 入先、得意先、商品 コー ド等)を

独特の方法で定めているので他企業 との整 合性 が とれない。

力関係が上の ほうに弱 い企業が合わせ ざるを得 ない。 あえて、実施 したと して も大 して

効果が出ない。っ ま り、A社 の売上が即B社 の仕入情報 にはな らないか らであ る。

・業界標準 の伝送 フォーマ ッ トは、基本的な部分 は標準化 されてい るが詳細部分やオプ シ

ョン項 目は小売店 ごとにバ ラバ ラであ り、その結果卸 問屋で は小売店別 に システ ム構築

しているのが現状 である。

・メーカーの異 なるコンピュー タ機種間でのデ ータ授受が 中心 とな る為、プ ロ トコルの標

準化が問題 となる。

・ビジネスプロ トコル(電 文 内容)の 標準化 と、商品 コー ドの統一化であ る。現在、JA

Nコ ー ドがあ るものの実態 は、 メーカー、卸、小売 と も独 自の コー ドで運用 しているた

め、相互 にコー ド変換が必要 とな る。
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2)業 界 ・業際標準の推進

・各業界 と積極的 にEDI推 進を図 ってい く。ただ し、CIIは じめ業界標準 もなかなか

浸透 しないため運用管理に人手がかか りす ぎる。

・商流、物流、金流を またが る業際EDIの 推進

・EDIの 標準化普及促進。

・業界を横 断 した普及を 目指すためには、継続 した普及啓蒙やパイ ロッ トモデルで実 行 し

てい くことが必要であ る。

・各ベ ンダー独 自の通信手順(全2重 通信)が 、業界標準の通信手順 と統合性がない。

・業界標準 と呼ばれ る非国際標準の プロ トコル(JCA)な どがある。

・複数 の業界標準の存在が 障害 とな っている
。

・国際標準等 に沿 った国内統一のア クセス手順を考 えて ほ しい。

国内において も今後 データ交換が行 われ ると思われるので、業界間の フ ォーマ ッ ト等を

含 めて検討 してほ しい。

・企業個 々にすでに大 きな投資が行 われて いる中で、標準化 を新た に始め なければな らな

い。 当社 は後発 であるため、国際標準 に準拠 して推進 しよ うと考えてい るが、先行企業

との統合方式にっ いて十分な協議検討が必要 と思われ る。

・大筋で は統一 されて いるが、細部 では業界固有 の性格が どうして も出て しま う。従 って、

業界毎 にその都度手 直 しを しなが ら普及を図 ってい くしか手がない。

3)導 入費用及び運用面の対応策

・設備 に費用がかか る。

・当社で は、先のEDIサ ー ビス(自 動車部品製造業向けの受発注処理)を 提供 して いる

が、製造業者の中で はパ ソコン/WSの 導入費用がかか る心配 と 「実 際 に運用で きるか」

導入に慎重な考え も多 く、なかなか利用 して もらえな く、苦 しい状 況であ る。(費 用面

と実際導入運用の両面か ら何 らかの方策が待 たれ ると考 えている。)

・低価格 で誰 で もす ぐ使え る。

・相手先 での設備投資(費 用負担)

運用面 での制約事項(回 線数、要員、時間帯)が 当事者 間で妥協 で きる範 囲か。

・当社 のスター トは4年 前パ ソコ ン通信(新 聞社系 とタイア ップ)を 一般 ユーザ ーを対象

と して ローカルで行いま したが、初期投 資及 びラ ンニ ングコス ト(通 信費)、 及び ソフ
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トの追加投資でニーズの割 に大 きす ぎた。 その後 、現在は県内の多店舗展開を してい る

企業 より複数か らの提案 を受 けてい る。(企 業内のデー タ送受信)。 しか し、VANを

使用す るには不向 き(大 きす ぎる)、 人材 の確保が困難等 々あ り、外部業者利用 の方が

コス ト安 になるか らだ と思 う。県単位程 度のネ ッ トワークホス トを置 いてサ ー ビス して

行 ければ と強 く思 ってお り、 これな ら採算 は取 れるで あろう。(こ んな2～3人 の企業

に県 内で は大手の相談が良 くあると思われ る)。

4)標 準パ ッケー ジソフ トの開発

・中小企業 にお いて、業界標準 に追随 しきれて いな い場合が多 々見 られるので、オ ンライ

ンア プ リケーシ ョンの中に組み込 め る、安価で使 いやすいパ ッケー ジソフ トの普及が必

要 と考 え られて いる。

・トラ ンス レーター ソフ トの価格が高 い。

機能が高 くて使 いやすい集配信パ ッケー ジが少 ないため市販 品を自社の仕様 に合わせて

カスタマ イズ して使用 している。

5)法 制度面の見 直 し

・EDIに よる商取 引を促進す るための法制度等 の見 直 し

・規制緩和及 び中小企業への援助、育成が必要であ る。

・ペーパ ー レス化 の徹底 を環境 問題 とも絡め、国民運動 とで もしない限 りなかなかEDI

は普及 しないのではないか。

・様 々な規制があ る。

6)セ キュ リテ ィの確保

・機密保護対策。

・セキ ュ リテ ィの確保 。

・データ漏洩(特 に電波盗聴)。

・普及すればす るほどセキ ュ リティが重要 になろ う。

7)そ の他の普及策

・業界 によっては、取引先の同意を得 る事が難 しく、地道 にお願 い して い くしかない。
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・受発注に伴 って発生す るデータ量が多 く、 コンピュータ システム化 されて いる企業 にお

いて はメ リッ トが認 め られ るであ ろうか ら、普及の障害 はないと言 って よいと思 う。そ

うでな い企業 にお いて は、伝票手渡 し又 は郵送 、FAXか ら手慣 れない コ ンピュータ

(パ ソコ ンを含 む)利 用 のデータ交換 をす ることによ るメ リッ トを出せ るか とい うこと

が キーにな ると思 う。経営上役立つ どの ような情報が提供 できるかがポイ ン トで あると

思 う。当社ではユーザーがEDIへ の移行を容易 に行 え ることを 目的 と して、 トラ ンス

レーター及 び運用支援 システムを提供 してい る。

・当社の提供 してい るメールサー ビスでEDIの 提供 は可能 であるが、本格的な営業活動

は行 って いな い。

・長期 的観点 に立ち、真 に資源の トータルな節約 につなが る ものを築 き上げ るべ きだと思

う。

・EDIの 取 り組みが各省庁個別 に行われて いるが、一本化 してほ しい。

各取 り組 み内容が特 定の人以外 に公開 されていないが、極力公 開 し、広 く特定 の人以外

の意 見 も取 り入れて ほ しい。

・役所 間のナ ワバ リ争 いがあ る限 り普及はなかなか難 しいと思 う。

・各業界 での利害関係 の存在がある。特に有力な企業 には関係の深 いコ ンピュータ メーカ

ーが背後 に存在す るため、よ りまとまりに くい。

・先進企業 の理解が必要であ る。

・EDIの 必要性の認識。

・端末の一層 の普及が望 まれ る。

・事業拡張、多様化の進展状況によ って はEDIは 採用 して行 くべ きと判断 してい る。現

在の当社 のネ ッ トワークは、 どれだけ遠距離 にな って も自社のデータに限 られ る為、E

DIへ の発展 はな い。

・対象 と している流通業界(と りわけ小売業)の 取 り組みの遅れが 目立っので、卸企業 の

協力を含めた普及策が必要 と考 えている。
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(4)新しい通信技術への取 り組みについて、 ご意見が ございま したら、 ご自由にお書 き下 さ

い。

1)マ ルチ メディア関連

・今後 マルチメデ ィア情報(特 に画像情報)対 応 のため には、通信回線の高速化及 び低価

格 化が不可欠 と考 える。

・マルチメディア情報通信 にっ いて、究極の ところ、光 フ ァイバ ー網が各家庭 に張 りめ ぐ

らされる ことが前提条件 となるので はないか。 その場合、利用す る(情 報 を もらう)立

場 で はな くて、 自分で持 って いる情報 をいかに高 く売 りつけるか、又 はその情報 を うま

く利用 して他企業で はで きない新 しいサ ー ビスを開始で きるかが ポイ ン トにな ると思 う。

・マルチメデ ィア、ATM通 信 を利用 し、動画 ・音声 ・FAXな どの情報提供 サー ビスに

取 り組 み、 イ ンターネ ッ トへ接続 し、各国へ情報提供す る。 もちろん、 インターネ ッ ト

よ り情報 を取 り入れ、情報代行業務 も行 う。 コンテ ンツが良 けれ ばユ ーザー拡大 は可能

であ る。地方での新 しいシステムの技術面を、地方のVAN業 者 も参加 しやす い場所を、

また、マルチメデ ィア通信 ビジネス業者の育成 資金の貸付を設 けて頂 きたい。

・マルチ メデ ィア通信 を行 う場合 、高速 の通信回線が必要 とな り、 回線料金の高 さが推進

のネ ックにな って くる。欧米並 に安 くなるよ う一種事業者への規制緩和 と競争 の導入が

望 まれ る。

2)イ ンターネ ッ ト関連

・イ ンターネ ッ トの商用サー ビス化 を考 える。

・当社 は主 と して通信衛星を利用 したイベ ン トの企画制作を行 ってい ますが、 イ ンターネ

ッ ト、マルチメデ ィア関係の動 向につ いて も関心 を持 って いる。

・新たな る市場機会 としてのイ ンターネ ッ トの対応 、次世代通信 イ ンフラとしてのATM

技術への対応 を図 って いる。

3)そ の他の意見

・情報(名 前)だ けが先行 して いるように感 じて いる。 当社で も、乗 り遅れない程度 に、

新 しい技術へ対応 してい きたい。

・業界 の動向を見極めて、導入す る時期 が大切 にな る。
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・電話網 が ここまで世 界的に発展す るのに100年 余 りかか ってい る。技術的のみな らず経 済

の 目か ら見て、普及 に は数十年要す ると思われ る。

・新技術 への取 り組 み は、投資を伴 うため判断が非常 に困難であ る。

リス ク軽減のために も、業者が 自由に協業で きる環境が必要であ ると考 え る。

・公事接続 を実施 して くだ さい。

・技術先 行で はな く、 実用化 をに らんだ取 り組みが必要 である。

・ネ ッ トワー クセキ ュ リテ ィが必要 である。

・ハ ー ド・ソフ トの進展 と実際に使 う現場では どうなのか。 また、パ ソコンで も使用年数

がど うなのか、今後 に答 えが出 る部分 もあ ると思われ る。

・ダ ウンサイ ジング、 オープ ン化 、マルチ メデ ィア、ネ ッ トワー ク化 と必要 な課題 はすべ

て出揃 ってお り、 これ らのマルチメディアが これを使 う企業に とって本 当に経営 の合理

化の ツール となる ことが第一に必須条件であ る。 とか く、情報機 器の開発、製造 メーカ

ーの存続成長の ためにっ くられたツールであ って はな らない。 あ くまで も生産す る企業

よ りその ツールを消化す る企業側で本当に効果が上が った時、真 の意味での我が 国の文

化が築 かれ るもの と思われ る。

・技術の 問題 ではな く、明確な効果 を生み出せ る業務が未知であ る。
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(5)情報 ネッ トワークサ ー ビス事業を進 めてい く上 での政策的 ・行政上の問題点及び要望

(規制緩和 等 も含む)に ついてご意見 をお聞かせ下 さい。

昨年 と比較 し、 さ らに多 く出され たのが、電気 通信事業法 関連 の要望で あ る。 ただ

し、 この うち、公 一専 一公等 の接続 は今年度 か ら徐 々に緩和 され る見込 みで ある。 ま

た、現行法規 と利用可能 な技術のす り合わせを行 いネ ッ トワーク社会 に適 した法制度の

策定に も要望が集 中 して いる。

通信料金 の低額化 や、一種事業者 に対す る規制緩和 とは逆の意味での行政指導を望む

声があいかわ らず多い。

○政策 に対 す る要望

1)政 策方 針に対す る要望 ・意見

・日本 の企業依存型で は、統一化が難 しいのではないか。 また、省庁 間での調整 は早 く進

めたいが、議論のみで方向性が見え に くい。

・ネ ッ トワークを通 じて、色々な ものがや りとりされ る。 これ に対応 して、法律 ・規定等

の見直 しが早急 に要請 され る。情報 ネ ッ トワークサ ー ビス事業者 への負担増(取 引デ ー

タに対す る証明義務などへの対応 に係 わる設備投資)と の兼ね合 いで、法規 の適合化が

図 られるべ きであ る。

・NTTの 完全民営化。

・一種事業者間の価格競争の ような低 い レベ ルの問題か ら脱却 し、21世 紀 に向けたネ ッ ト

ワー ク(マ ル チメデ ィアと思われ るが)の 社会全体へ果たす役割での競 争 にな るよ う方

向付 けて ほ しい。

・ネ ッ トワー ク社会 に対応 した法制度 の策定、規制緩和 を早急 に進めて頂 きた い。社会 の

ス ピー ドに合 わせた迅速 な対応をお願 い したい。

・二種事業者 による市場活性化のための公正競争環境 の整備 と国際サ ー ビス提供上の各種

規制緩和(電 気通信事業法 だけでな く、各種法律(決 済 ・税金等)の 整備 ・検討)を お

願 い したい。

・技術変化 は、激 しいので積極的な政 策的支援を期 待 します。
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2)高 度情報通信 イ ンフラ整備

・LAN間 接続の場合、現行ネ ッ トワーク上の一般的な ものは低速す ぎて問題があ る。高

速で利用 しやす い通信網の整備 を して欲 しい(B-ISDN等)。

・中小企業 にお けるパ ソコン通信の普及に力を注いでいただ きたい。

3)料 金政策(一 ・二種事業者指導)

・日本 国内通信の場合の通信料の均一化(サ ー ビス別 に)が 必要で ある
。

・専用 回線の料金を米国並 にす る こと。

・現状 の専用回線 は費用が高 くつ くため、新規事 業を考案す る際に(回 線費用 が他 の機器

の費用(パ ソコ ン、ハ ブ、WSな どの コス ト)よ りも高い)ネ ックとな ることが しば し

ばあ る。今後 と も専用 回線等の費用 の値下げを指導 してほ しい。

・ビデオテ ックス網 を利用 した際の通信料 はLC(ロ ーカルキ ャプテ ン)の 収入 にはな ら

ない。従 って トラフィ ックの増減が収益 に結 びつ くよう希望す る。

・通信費用の負担軽 減の為 の政策を希望す る。

・NTT網 利用によ る新 サー ビス提供 につ いては、NTTと 民間業者の間で不公平 にな ら

ないよ う時期 ・料金 ・サー ビス内容 につ いて行政サイ ドで強 く指導 してほ しい。

・通信料金の低価格化。定額で低料金 の通信方式。

・回線料金を国際価格並 に引 き下 げ る必要がある。

・安心 して(お 金の心配)シ ステム構築 ・運用を したいので、通信 コス トの 引き下 げを希

望す る。

・通信 コス トが もっと安 くな るよ う配慮 してほ しい。

4)地 域情報化促進の支援

・地域情報化促進の為の支援が必要である。

5)ビ ジネスプロ トコル ・ルールの標準化

・規制緩和 も実行 してほ しいが、で きれば国内での推進機 関 と して行政の方針 、及 び活動

をお願 い したい。 国内の各業界、及 び企業は独 自でルールを作 る所が少 ない。 また、業

界、業際でのま とま りが取 りに くいため、無駄な コス トが多 く本来のユーザーメ リッ ト

が 出て いない。今後CALS等 の トータルアーキテ クチ ャを進めてい く際 に、 よ り一層
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の条件 とな るだろうと思 われ る。

6)設 備投資 ・補助 ・減税

・ネ ッ トワークの信頼性確保(通 信機器の二重化、迂回ルー トの設置等)の 為の投 資に対

す る補助、減税 を希望す る。

・設備資金 に関す る無担保 ・低利融資制度
。

・今後 のネ ッ トワーク化社会 を考え ると
、EDIの 利用 が必要 にな る。標準化活動 に対 す

る助成 とその標準を採用 して システ ム化す る企業への資金 的な助成が求 め られ る。

・新 しい技術 に関す るセ ミナー等の開催や、設備投資に対す る補助 ・減税等の支援を期待

したい。

・地方部の一般二種事業者 への政府 ・行政等 よ りの設備 資金 を緩和 して頂 きたい。大手企

業よ り情報通信の コ ンテ ンツは一般二種事 業者が良い ものを持 って いる(ユ ーザ ーとの

接 し時間が長い、ユ ーザーの好 みを知 ってい る)。 マルチ メデ ィア通信事業者(特 に地

方のVAN業 者)に 行政 ・国よ り設備資金 の導入面をや り安 くして頂 きたい。 マルチメ

ディア通信 ビジネスは、地方都市か ら利用 しない とメデ ィアは伸 びないと確信す る。

○行政 に対す る要望

1)現 状の法規制緩和 に対す る意 見

・通信分野 の各種規制で は、技術 的問題以外 はな くし、 その 中で新 しいサー ビスを利用者

か らの発想 で作 ってい く方向が良い と思 う。上か ら下へ のサー ビス提供で は問題があ る

・行政 はで きるだ け口をは さまないでほ しい。

・規制緩和 が盛ん に言 われて いる時で もあ り、思 い切 った 自由化を進め るべ きだ と思 う。

いい加減な物 を排除 しようとす るあ まり、色 々な機 器に も多 くの規制がある ことと思 う。

この際ユーザー側の 目を育 てる為 に も、不要 な規制や規格 は廃止すべ きだ と思 う。

・公事接続を早急 に実施で きるよ うにすべ きである。

・公事接続の早期解禁をお願 い したい。

・公事接続の 自由化。国際の基本 サー ビスの 自由化。

・音声の公事接続を可能 に して頂 きたい。

・公事接続 を早 く実施 して ほ しい。

・①一般向不特定利用者 …社会的影 響が大 きいので混乱 をきたさな い様十分 な規制が必要
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だが、独 占体制で も困 る。

②特定 ユーザ ー間 …無線等他 に影響を与 えない ものは十分検討 した規制措置が必要だが、

有線の場合、規制 自体不要 ではないか と思 う。

・OSI等 の余計な ことは しないほ うがいい
。国民を信 じて ほ しい。

・外国 と通信を行 うものの うち回線数 の少 ない通信業者 につ いて は
、特別第二種通信事業

者の適用を外 してほ しい。

・市内回線 をNTTが 独 占 してい る状況か ら
、NCCが サー ビスを始めて市 内通話で も競

争 を始 め るべ きで ある。地域NCCの 発展 とそれを助 けるよ うな規制緩和が望 まれ る。

・モデム規制の廃止 もしくは、簡素化が必要であ る。

2)税 制上の優遇措置、低融資制度

・設備資金を無利息の融資制度を設けて もらいたい。

3)そ の他

・卸企業が小売 に対 して手厚 い援助を行 って いる現状で は
、EOSを は じめ と した地域V

ANサ ー ビスを進め に くい状況 にあ る。再販制度の見直 し等 の規制緩和が必要 と考 え る。

・同 じ様なア ンケー トが多す ぎる
。ひ とっ にまとめ られない ものか。

・規制を守 るメ リッ トを明確 にすべ きであ る
。今の 日本 は、 ゲ リラ的に何 で も実行で きる。

・EDI普 及 のため、 ある程度の行政指導 も必要であ る。又、認証性 などの規制緩和が必

要であ る。

・単な る顧客満足度 を上げ るためのFAX情 報サ ー ビスであ るので
、本 ア ンケー トの内容

にあ る程度 まで対応で きるネ ッ トワークサー ビス等 に対す る検討段階 には達 して いない。

・コンピュータメーカー各社 がネ ッ トワー ク接続で きるようにす ること
。

・衛星通信用の地球局設備に係わ る免許制度の更なる簡易 化 と電波利用料の見直 しを希望

す る。

・海外 メーカーの参入 について は、国内の メーカーと全 く同条件で対応 させ るべ きであ る。

いたず らに条件 を付 ける と、極端 な差別化条件 を打ち出 して来 ることは明 白であ る。如

何に 自然 に海外 国内 メーカーの分 け隔てをな くすかが大 きな課題であ る。
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調 査 票(様 式)及 び記 入要 領





ネ ・ ワ ー ク サ ー ビ ス 態 亘 査 …6

〔本件の連絡先〕

(M)日本情 報 処 理 開発 協 会 産 業 情 報化 推 進 セ ンターftO3-3432-9386
シ ステ ム調 査 ・支援 課FAXO3-3432-9389

情 報 ネ ッ トワー クサ ー ビス調 査 担 当E-mailtakatori@jipdec.or.jp
NiftyLDEO2120

※ 本 調 査票 は、 平 成6年12月23日(金)迄 に届 くよ う同封 の 返 信 用 封 筒 にて ご返 送下 さ い。

貴 社 名

所 在 地

回答者氏名 役職 ・電話番号 T肌

集計結果送付先
住所 ・ 氏名

資 本 金
1 2 3 4 5 6 7 8

百万円 電 子 メールアドレス

売 上 高 9 10 ll 12 13 14 15 16
百万円 ※

業種

2324

i

※業種については別紙記入要領1を
参照 して番号で記入 して下さい。

従 業 員 数 17 ▲8 19 20 21 22 人

情報 ネ ッ トワークサー ビス実施の有無 1.有 一 2.無 一
25

、'
グループ企業内に閉 じ
てサービスしている場

合 も有 として回答

して下 さい
w

一
実施 していない理 由を次の項 目か ら1っ 選択 し
番号を右欄 に記入 して下 さい。

28

情 報 ネットワークサービス

事 業 の 開始 年

i26i27i

lgiii年
1.近 くサ ー ビス を開始 す る予 定 。

2.設 備 の構 築 、 サ ー ビス ・メ ニ ュー の 決 定等 が 遅 れ 、 サ ー ビス

開始 の 目途 が立 って い な い 。

3.届 け 出 は して い るが 、 現在 は情 報 ネットワークサービス事 業 を 行 う予 定

はな い。

4.サ ー ビスを行 って い た が 、採 算性 等 の理 由 に よ り中 止 した 。

5.そ の他(

、'

本調査で は,次 の1～3の ザ
ー ビスを提供 じて いる場合 を対

象 と じて いますQ該 当す る場 合

以コミの質 問 に回答 じて下 さい◇

今後の予定 について質 問9か ら回答 して下 さい。1
〉

提供サービスの種類
(複数回答可)

1.基 本 通 信29 2.高 度通信303.情 報処理31

※提供 サー ビスの内容 は別紙記入要領2を 参照。

情報 ネットワークサービス事 業 のね らいにっ いて次 の項 目か ら1っ 選択 して番 号 を右 横 に記入 して下

さい。その他 の場合 は、理 由を記入 して下 さい。

3233

1.情 報ネットワークサービス事業の将来性を見込ん で

2.新 しい ビジネスチャ ンスと判断

3.情 報通信の新 しいサー ビスを提供

す るため
4.業 容 の拡大の手段 と して

5.業 務処理の高度化 ・顧 客サー ビス

の向上を図 るため

6.既 存の各種 リソース、 蓄積技術を

活かすため

7.グ ループ企業等関連会社 のネ ッ トワー ク支援

のため

8.現 行又 は予定のサ ー ビスが法規制 に抵触す る

ため

9.顧 客か らの要請 によって

10.会 社のイ メージア ップのため

11.地 域の情報化に貢献す るたあ

12.そ の他

( )

提供サ ー ビスの主た る

対象 マーケ ッ ト

1.企 業 ・業 務 向 け

2.一 般 家庭 ・業 務 向 け

3.一 般 家 庭 ・エ ンタ ー テイ メ ン ト向 け34

35～40S
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質 問1.情 報 ネットワークサービス事 業 用 の 設 備 等 の概 要 につ いて お 答 え 下 さ い。

1.網 所有 の形態 と しては、 どの様 な形態 で しょうか。(択 一回答)
1.ネ ッ ト ワ ー ク 構 成 次の項 目か ら1つ 選択 し該当す る項 目番号 に○ 印を付 けて下 さい。41

①.第1種 事業者の網を使用 してい る。

②.第1種 事業者の専用線を借用 して、独 自の網を構築 して いる。
③.第2種 事業者の網を借用 してい る。

2.ノ ー ドの 形 態 にっ いて お 聞 かせ 下 さ い。

①.ノ ー ドの 所 有 の有 無1.有 り2.無 し42

②.交 換 サービス用 の ノー ドの所 有 の有 無1.有 り2.無 し 、3
・有 り 交換 ノー ド

: ケ 所)、 、一、6・無し「 ≡董繊7
ン, i

ケ所)4口9

ケ所): 50～52

③.情 報 サービス用 の ノー ドの所 有 の有 無 1.有 り 2.無 し53

・有 り ヶ 所54～56
:lll

・無 し

2.情 報 サ ー ビス 用 1.大 型汎用機
57 58

台 5.ミ ニコンピュータ/WS
65 66

台 ※
コンピズ タの台数 (叔 ト利用のみ) わ ほ ・コンピュータ,

ミニコンビ亡 タ/WS,

※別紙記入要領3を 参照 2.中 型汎用機
59 60

台 6.パ ーソナル・コンピゴ タ
67 68

台 パーソナル・コンビ仁 タ

の上 回答 して下 さい。 (ホスト利 用 の み) の 台数 はホスト・

コンピュータと し て

※但 し、交換サぜス用 3.小 型汎用機
61 62

台 7.ホ スト・コンピュータなし
69

利用 してい る
コンピュータ(スイッチング機 能 を

持 った集 線 装 置)を 除

の場合 には、 もののみ対象
○印をつけて です 。

いた台数です 4.オ フィス・コンピュータ
63 64

台 下 さい 。

(ホスト利 用 の み)

1.500超 ～1,000未 満

3.回 線 の数 500
707172

500
73

2.1,000以 上 ～2,000未 満

(1200BPS換 算) 回線 ` 回線 3.2,000以 上 ～3,000未 満

以下 ii… 回線 超 4.3,000以 上 ～4,000未 満

(注1) ii: 5.4,000以 上
ll

74～77SP ↑1 1～5の選択肢か ら該 当番号

を選 び記入 して下 さい。

1.J(JCA)手 順782.全 銀 手 順793.CAT/CAFIS80(ク レジヲト 手}1頂)

4.サ ポートしている通 信 プロトコル

4.業 界独 自手順(EIAJ、 紙パ等)81()

※ サポートしているプロトコル 全 て に

○ 印を記入 して下 さい。 5.MHSOC400、H手 順 含 む)826.FTAM(F手 順 含 む)83

7.X.25848.)C7585(網 間 接 続)9.ベ ー シ ッ ク 手 順86

10.無 手 順 ・TTY手 順8711.HDLC手 順88

12.TCP/IP8913.そ の 他90()

(注1)回 線数は上記事業用設備 に収容 され る回線の数を、別紙記入要領4を 参照 し1回 線 当た り1,200BPS

に換算 して記入 して下 さい。
なお換算回線数が500回 線超 の場合、1～5の 選択肢か ら該 当番号 を選び、記入 して下 さい。
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質 問2.貴 社 の 情報 ネットワークサービスで 提 供 して い る(又 は提 供 予 定)サ ー ビス とそ の 内容 に つ い て

回答 して下 さ い。

・ 「サー ビス提供の有無」 は、現在提供 している ものに○ 印、予定 の もの に△印を記入 して下 さい。また、
「サー ビス利用者 」につ いて は、提供サー ビス毎 に該 当す る利用者 に○印を付 けて下 さい。

・今後2～3年 先において、 「重点的 に提供 したいサー ビス」、 「採算が採れると思 うサー ビス」は,該 当
のサー ビス欄に○ 印を記入 して下 さい。

・その他提供サー ビスがあ る場合 は、空欄 にそのサー ビス名を記入 して下 さい。

サー ビス内容

提供サー ビス

サービス

提 供

の

有 無

サ ー ビ ス 利 用 者 重点的 に

提供 した
いサー ビ

ス

採 算が採

れ ると思

うサー ビ

ス

企 業

グルーア

特定
業界

一般

企業

一般家庭

個 人

その他

基
本
通
信

1.専 用 線 サービス(回 線 リセール)

2.パ ケット 交 換 サービス
■

3.回 線 交換 サービス

4.フ レ ー ム リ レ ー

高
度
通
信

1.パ ソコン通 信(電 子 メール)

2.音 声 メ ール

3.フ ァ ク シ ミ リ メ ー ル

4.ファイル中継 ・接 続

(蓄 積 転 送)

5.ト ランザクション(リアル)中 継

・接 続

6.ビ デ オ テ ックス

7.音 声 応 答 サービス

8.そ の他()

情
報
処
理

1.情 報 提 供 サービス(データベース)

2.RCS

(リモート・コンピューティング●サービス)

3.企 業 間情 報 処 理サービス

(EDIサ ービスを含 む)

4.そ の他()

⇒ このサー ビスに○ 印又 は△印を付 けた場合 は、次頁の質 問にお答え下 さい。

91～98

99～106

107～114

ll5～122

123～130

131～138

139～146

14T～154

155～162

163～lTO

171～178

179～186

187～194

195～202

203～210

211～218

219～226

最近の提供サ ー ビスの中で、特筆すべ きサー ビス機能があればご 自由にお書 き下 さい。
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(質問2の 続 き)貴 社で提供 している企業 間情報処理サ ー ビスにつ いて、 その業務サー ビス内容 について

回答 して下 さい。 〔複数 回答 可〕

・企業間情報処理サー ビスの対象業務 と して は、 どのよ うな ものが あ りますか。 「サー ビス提供有無」の欄

に現在提供 している ものに○印、予定の もの に△印を記入 して下 さい。 また、提供 しているサー ビスの数

(予定 も含 む)に っいて も同時 に記入 して下 さい。

サービス対 象 業 務

サービス

提 供

有 無

提供 し

ている

サぜス数

1 受発注処理

2 販売管理

3 生産管理

4 在庫管理

5 輸送管理

6 会計管理

227～229

230～232

233～235

236～238

239～241

242～244

・企業間情 報処理サ ー ビスを提供 してい る中で,

名称,対 象業種,特 徴等 をご記入下 さい。

サービス対 象 業 務

サービス

提 供

有 無

提 供 し

て い る

サービス数

7 資金決済

8 店舗管理

9 与信管理

10 予約 ・発券

11 顧客管理

12 その他
()

245～247

248～250

251～253

254～256

257～259

260-262

主 な ものをお聞きかせ下 さい。記入例 に従 って,サ ー ビス

サ ー ビ ス 名 称 対 象 業 種 サ ー ビ ス の 特 徴/概 要

(例)

CII-EDIサ ー ビ ス

電子 部 品 製 造 業

(セットメーカと部 品 メーカ)

CII標 準 に よ るEDIサ ー ビス

1

2

3

4

5

6

7

8

9

263～320SP
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質 問3. 貴社情報ネットワークサービス事業 におけるネ ッ トワークの網間接続(海 外を含 む)に ついて該 当す る項 目
に○ 印をつけて回答 して下 さい。(複 数 回答可)

接続の有無

321

1.有 り

2.無 し

,」
u

接続相手数

322 323

主な接続相手の企業名及 びネットワーク名

1)

2)

3)

4)

5)

使 用 プ ロ ト コ ル324-32B

1.X.752.X.253.そ の他()

1.X.752.X.253.そ の他()

1.X.752.X.253.そ の他()

1.X.752.X.253.そ の他()

1.X.752.X.253.そ の他()

無

し

の
場
合

貴社情 報ネットワークサービス事 業において、将来他社 ネ ッ ト

ワークとの相互接続が 必要だ と思 いますか。該 当す

る番号 に1つ だけ○ 印を記入 して下 さい。329

1.必 要 2.必 要 な い 3.分 か らな い

実 際に他社 ネ ッ トワー クとの相互接続 の計

画があ りますか。該当す る番号 に○印を記入

して下 さい。330

1.計 画 中(年 月 頃)2.計 画 が 無 い

質 問4.

「 ⇒

際VANサ ービス

の提 供

国 名

国 際

VAN

サービス

提 供

① 米 国 ・カナダ331

② 欧 州332

333

③ アジアNIES(注2)

④ その他 アジア334

⑤ 中南米335

⑥ オセアニア336

⑦ アフリカ337

⑧中近東338

⑨ ロシアCIS339

⑩ その他340

1
L⇒ ※1～5の選択肢から該 当番

国際VANサ ー ビスの提供について該当する項 目番号 を選 び記入 して下さい。 また、国際VAN

サー ビスの 内容については、提供 しているもの に○ 印を記入 して下 さい。(複 数 回答可)

国際VANサ ービス

提供 において
2.を 選択 し

た場合には、

提供予定年月

を記入下 さい。

(年 月)

(年 月)

(年 月)

(年 月)

(年 月)

(年 月)

(年 月)

(年 月)

(年 月)

(年 月)

サービス

提供

形 態

341

342

343

344

345

346

347

348

349

350

号を選 び記入 して下 さい。

1.実 施 中
2.提 供 予定(年 月)

3.提 供 予定(時 期未定)
4.予 定 な し

5.将 来実施 したい地域

※1～4の 選択 肢 から該 当 番

号 を選 び記 入 して 下 さ い

1.直 接 接 続

2.公 衆 網(VENUS-P等)利 用

3.ゲ ー トウ ェイ経 由

4.そ の 他

国 際VANサ ー ビ ス の 内 容

サービス

提供

の

有 無

1.プ ロトコル 変 換 付パケット交 換

2.パ ソコン通 信(電 子 メ ール)

3.音 声 メール(音 声応答)

4.フ ァ ク シ ミ リ メ ー ル

5.フ ァイル中継 接 続(蓄 積 転 送)

6.ト ランザクション(リアル)中 継 接 続

7.画 像 伝 送(ビ デオテックス 等)

8.情 報 提 供(デ ータベース)

9.RCS(リ モート・コンピューティングサービス)

10.企 業 間 情 報処 理 サ ー ビス

(EDIサ ービスを含 む)

11.そ の他[]

1

利用L⇒ ※提供 して いる もの にOE日
を記入 して下 さい。

351

352

353

354

355

356

357

358

359

360

361

(注2)ア ジアNIESと は 韓 国 、 香 港 、 台 湾 、 シンガポールの こ と で す 。362--38、sp
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質 問5.貴 社 の情 報ネットワークサービス事 業 の採 算 性 等 につ い て お 聞 かせ 下 さい 。

1.情 報ネットワークサービス事業の採算性 につ いて どのようにお考 えで しょうか。(択 一回答)

次の項 目か ら1つ 選択 し該 当す る項 目番号 に○ 印を付 けて下 さい。
ミ ヨ 　　ぽ ヨ　 ア

①.採 算 が採 れ て い る。(1gi年 度 か ら)

　 ヨ ヨ　ヘ ヨ　 　

②.現 在 は採れていないが、将来は採算が採れ そう。(1gi年 度位か ら)

③.将 来 とも採算が採れそ うもない。(理 由:

385

)

④.情 報ネットワークサービス事業だけで は採算 は採 れないが、関連 す るソフ トウェア開発、機器 の販売、従

来か らの情報処理サ ー ビス、情報提供 サー ビスな どと合 わせて採算性を考えてい る。

⑤.他 事業の付帯サー ビスであ り、採算性 は度外視 してい る。

⑥.そ の他( )

2.情 報ネヲトワークサービス事業だけの①平成6年 度推定売上高、② 平成5年 度売上高、③対前年度売上高

伸 び率、および④平成6年 度推定費用 について概算で結構 ですか ら記入 して下 さい。

(平 成6年 度 よ り情報ネットワークサービス事業 を開始 した場合 は、① と④ のみを記入 して下 さい。)

ヨ 　む　 ヨ　 ア ヨ　 　エ る　 さ

①平成6年 度推定売上高 ②平成5年 度売上高

1億:

る 　 さへ る 　　

③対前年度売上高伸び率

1万 円 :億1 1万 円 ⇒ ± i%増

① 一②

②

▲(小 数点)

④ 平 成6年 度 推 定 費 用412-"419

1億1 :万 円

※費用 とは回線費、機械設備費、運 用費(空 調 ・電力 ・人件費等)

および諸 費用(外 注費 ・営業経 費 ・一般管理費等)を 合算 した

ものです。

質 問6.情 報ネットワークサーEス事業に携わ る従業員、及び情報処理技術者 ・電気通信主任技術者の人数

につ いてお聞かせ下 さい。

(1)情 報ネットワーク事業に携わ る従業員数

社内

兼任を含む

外部か らの
派遣要員 計

全 体 人 数 人 人 i
i

人

部
門
別
内

訳

管理/企 画 人 人
`

人

開発 ・技 術 人 人
:

人

運用 保守 人 人 / 、人

営 業 人 人 人

その他 人 人 人

420

～432

(2)技 術者数

情
報
処
理
技
術
者

システム監査 人

特 種 人

オ ンライ ン 人

一 種 人

二 種 人

電気通信主任
技術者

人

433～491SP

492

～495

496

～499

500

～503

504

～507

50B

--5日

512

～515
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質 問7.現 在 、 マル チ ベ ンダ ー環 境 下 でOSl(OpenSystemslnterconnection:開 放 型 シ ステ ム間 相 互 接

続)の 普 及 促 進が 行 わ れ て い ま すが 、 貴 社 の 情 報 ネットワークサー〔ス事 業 にお け る、 今 後 のOSlへ の 取 組

を お 聞か せ 下 さい。

●
1 貴社でのOSIの 提供 ・検討状 況をお答え下 さい。

次の項 目か ら1つ 選択 し該当す る項 目番号 に○ 印を付けて下 さい。

(択 一 回答)

①.既 に、一 部OSIを 採 用 して い る。

②.す ぐにで もOSIを 採 用 した い。

③.様 子を見て決める。

④.採 用す る予定 はない。

⑤.わ か らない。

理 由:

(複数回答可)

提供時期:(年 月)
　　ア らエ　

提 供 内容:①.FTAM②.MOTIS/MHS

う　　 う　　

※提供 内 ③.TP④.ODA/ODIF

容 の 内訳521522

は下記 を ⑤.RDA⑥.OSI管 理

を参 照 し523

て下 さ い。⑦.そ の 他 〔 〕

2.現 在、OSIは あまり普及 して いません。何故普及 しないのか、OSIの 問題点、及び今後 の

普及 にあた っての意見 ・要望等があ りま した ら、 ご自由にお書 き下 さい。

*OSlの 提供 内容(応 用プ ロフ ァイル)① ～⑥の意味

①FTAM:フ ァイル転送ア クセス ④ODA/ODIF

②MOTIS/MHSメ ッセ ージ通信 システム ⑤RDA

③TPト ラ ンザ クシ ョン処理 ⑥OSI管 理

:マ ル チ メ デ ィ ア文書

:遠 隔 デ ー タベ ース ア クセ ス

:ネ ッ トワー ク管 理
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質 問8.lSDNサ ー ビス に対 して 情 報 ネットワークサービス事 業 者 と して は、 どの 様 に お考 え で しょうか 。

1.貴 社の情報ネットワークサービス事業 にお ける、ISDNサ ー ビスの利用状況 にっいて各サー ビスごとに

3項 目か ら1つ 選択 し該 当す る項 目番号 の下 のマスに○印を付 けて下 さい。

また①既に利用中及び②利用予定あ りの場合 は、利用の用途にっ いて も同様 に該当す る項 目番

号 の下のマスに○ 印を付けて、 お答え下 さい。

利 用 状 況 利 用 の 用 途
(択 一回答) (複数回答可)

利用状況及び用途
① ② ③ ① ② ③ ④

既 利 利 基 足 ノミ そ

に 用 用 幹 回 ツ の

利 予 予 回 り ク 他
用 定 定 線 回 ア

ISDNサ ー ビス区分 中 あ な 線 ツ ※

り し プ

回線交換 []
INSネ ット64

パケット交換 []

回線交換 []
INSネ ット1500

パケット交 換 []

国 際ISDN []

B-ISDN []

(広 帯 域 デジタル統 合サービス)

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

※その他 の場合 は、[]内 に具体的に記入 して下さい。

2.ISDNの 今後の利用の用途 について、どの様 にお考 えで しょうか。該 当す るものに○印を付け

て下 さい。(複 数回答可)

1.基 幹回線5.国 際間通信

i;㌶ 竃ξi蕊 ㌘ 、

566～577

9.画 像通信12.そ の他

}1:鋸瀧 「]

3.

578

ISDNの 利用料金及び設備 コス トについて、 どの様にお考 えで しょうか。該当す るもの に○印

を付 け、その理由について もお聞かせ下 さい。(択 一選択)

①.高 い ②.普 通 ③.安 い(理 由:)

4.

579

ISDNの ス ピー ドにつ いて、 どの様 にお考 えで しょうか。該 当す る ものに○印をお付 け くださ
い。(択 一選択)

①.現 在の用途では早す ぎる ②.適 切 な速度 である ③.も っと高速な ものが必要 である

5.ISDNに っ いて、 そ の他 ご意 見 等 ご ざい ま した ら、 御 自由 にお書 き くだ さい。
580～5SISP
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質 問9. EDl(ElectronicDatalnterchange:電 子 デ ー タ交換)サ ー ビへ の 、 貴社 の 情 報 ネットワーク

サービス事 業 に お け る取 り組 み につ いて お 聞か せ 下 さい。

※EDIと は、異 な る企業間で、商取引のためのデー タを通信 回線を介 して、 コンピュータ(端

末を含 む)間 で交換す ること。 その際、当事者間で必要 とな る各種取決めが 、可能 な限 り広 く合

意 された標準 的な規約であ ること。
EDIに おいて は、次の ような4っ の レベルで捉え ることがで きる。

①伝送制御手 順、 フ ァイルのアクセス手順等の情報伝 達規約

② データ コー ド、デー タ交換 フォーマ ッ ト等につ いての情報表現規約

③ システムの接続 ・運用条件等 にっいての業務運用規約

④EDI取 引の契約条件等にっ いての取引基本規約

1.貴 社 におけ るEDIサ ー ビスの提供 にっいてお答え下 さい。

次の項 目か ら1っ 選択 し該 当す る項 目番号 に○印を付 けて下 さい。

(択 一 回答)582

①.実 施 中

②.提 供予定 あ り(時 期:19

③.提 供予定 あ り(時 期未定)

④.提 供予定 な し 〔理 由:

⑤.わ か らない

年⊥1⇒

〕

(複 数 回 答 可)

サービス内容 はi.国 内の 同一 業 界 内583

n.国 内の 複 数 業 界 間584

1皿.国 内 一 国 際 間5s5

IV.そ の 他586[

587～590SP

EDIサ ー ビスを利用 して

いるユ ーザ ー数(契 約数)
約i

591～595

2.上 記、回答が①,②,③ の場合、EDIサ ー ビスはどの ような標準 に準拠 しています か。

次の項 目か ら選 択 し該 当す る項 目番号 に○ 印を付けて下 さい。(複 数回答可)

①.CII標 準(JIPDEC産 業 情 報 化596

推 進 セ ンタ ー で 作 成 した 標 準)

②.業 界標 準(日 本 電 子 機 械 工 業会 の標 準597
=EIAJ取 引情 報 化 対 応標 準)

③.業 界 標 準(日 本 チェーンストア 協会 の標 準598
=流 通 情 報 オンラインデータ交 換 システム・

標 準 データ交 換 フォーマッD

④.業 界 標 準(全 国 銀 行 協 会 連合 会 の 標 準)599

⑤.国 際 標準(EDIFACT・ISO9735)600

⑥.米 国 標準(ANSIX.12)601

⑦.そ の他 〔

602

〕

603SP

3.EDIに つ いて,今 後標 準が必要 と思われ る業界はどの ような業界か,業 界名 をお答 え下 さい。

〔 〕

4.EDIの 普及 とその推進のための方策及 び普及 に当た っての障害 にはどの様 な ものが あ ると思わ

れ ますか。 また,貴 社では どの様 に取 り組 まれよ うとされていますか。御 自由にお書 き下 さい。
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質 問10.情 報 ネットワークサービス事 業 に 関す る今 後 の 市 場 展 望 、 及 び それ に 対 応 す る た めの ソ リュー シ ョ ン(新

しい サ ー ビスメ ニ ュー)に つ いて お 聞 かせ くだ さい。

1.市 場性 につ いてお答え下 さい。次 の項 目か ら該 当す る項 目番号 に○ 印を付 けて くだ さい。

(択一 回答)ま た、その理 由 もお書 き下 さい。

(1).今 後 の市場の伸びをどのよ うに捉 えて お られますか?

①.拡 大す る
604

理由[

②.横 這 い ③.縮 小す る

]
(2).(1).の よ うな市場環境の中で、他社 との競合 を どのように捉えてお られますか?

①.競 合 できる
605

理由[

②.競 合 で きない

]
(3).今 後の収益性 についてどのよ うにお考え ですか?

606

①.今 後 とも現在の ビジネス内容 で競争優 位を保 てる。

②.ビ ジネス内容の改革を行 い、優位 を保 つ。

③.競 合が きび しくなるので、優位 を保 てない。

④.既 存 の業者 と競合 はで きて も、他分野 か らの新規参入業者 との競合 は困難である。

⑤.そ の他

[ ]
2.新 しいサ ービスメニ ューについて、今後 実施 したい と思われ る項 目を選択 し、該当す る項 目番号 に

○ 印を付 けて ください。(複 数回答可)

607～615

1.ア ウ ト ソ ー シ ン グ5.ネ ットワーク運 用 ・管 理 サービス9.そ の 他

2.デ ス ク ト ッ プ サ ー ビ ス6.ネ ットワーク ・コンサルテーション 一-

3.EDIサ ー ビ ス7.ネ ットワーク ・インテグレーション

4.LAN間 接 続 サ ー ビ ス8.個 人 向 け ネットワークサービス
ー一

3.ネ ッ トワークサー ビスを利用 した応用 ビジネ スと して、 どのよ うな ものが今後有望 と考 え られ るで

しょうか。該 当す る項 目番号 に○ 印を付 けて くだ さい。(複 数回答 可)

616～623

1.国 際 通 信販 売5.教 育 、 予 備 校8.そ の他

2.中 古 車 販 売6.通 信 型 カ ラオ ケ 一-

3.各 種 予 約 サ ー ビス7.各 種 エ ンター テ イ メ ン ト

4.ソ フ ト販 売
一一

4.そ の他意見が ございま した ら、御 自由にお書 き ください。
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質問11.最 近の新 しい通信技術についてお聞き します。

1.B-ISDN

2.移 動 体 通 信

3.フ レ ー ム リ レ ー

4.ATM

1.貴 社 で 今後 対 応 して い こ うと思 う項 目に○ 印 をお 付 け くだ さい。

5.LAN間 接 続

6.イ ンタ ーネ ッ ト

7.マ ル チ メデ ィ ア情 報 通 信

8.そ の他

L

(複数選択可)
624～631

]
2.新 しい通信技術への取 り組 みにつ いて、 ご意見が ございま した ら、 ご自由にお書 きください。

質 問12. 情報ネットワークサービス事業を進 めてい く上での政 策的 ・行政上 の問題点及び要望(規 制緩和等 も含む

)に つ いてご意見をお聞かせ下さい。

632～646SP

KEYCODE647～650

以上で本 アンケー トに関す る質問事項は終わ りです。 ご協力あ りが とうございま した。
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調 査 票 記 入 要 領(平 成6年度)

調査票の ご記入 にあた って は、回答 しに くいケース もあ るか と存 じま

すが各質問事項の注意事項 と本記入要領 を参照 の上、回答 して下 さい。

1.業 種 〔調 査 票 の フ1エ ー ス シ ー ト(P.1)〕

非専業で情報ネットワークサービスを実施 している企業は、下表 よ り該 当番号を選んで回答 して下 さい。

(複 数の業種 にまたが る場合 は、貴社の売上の中で最 も比率 の高い業種を1っ 選んで下 さい。)

業

業

造

業

葉

菜

製

品

産

工

品

版

製

業

加

製

炭

水

業

業

プ

六

出

業

石

業

窯

ル

造

・
業

業

工

工

パ

・

・
工

・
製

・

品

林

設

品

維

・
材

別

学

油

製

ス

ム

ラ

農

鉱

建

食

繊

紙

木

印

化

石

ゴ

ガ

・

●

.

・

・

.

・
0

1

9
勾

1

2

3
.
4

5

6

7

8

9

1

1

1

13.鉄 鋼 業

14.非 鉄金属 ・金属加 工業

15.電 気機器製造業

16.輸 送用機器製造業

17.一 般機械器具製造業

18.精 密機械器具製造業

19.そ の他製造業

20.卸 売 業

21.代 理商 ・ 仲立業

22.小 売 業

23.金 融 業

24.証 券 ・ 商品取 引業

5

C
U

7

8

∩
0

0

1

∩
乙

リ
ム

0
ム

∩
乙

り
乙

り
0

り
O

り
乙

う
0

4

9
U

O
O

3

業
業
葉
菜

ス

産

が

険

輸
庫

・

動

力

保
不
運
倉
電

新 聞 ・放送 ・広告 ・通信業

情報処理サー ビス ・
ソフ トウェア ・情報提供業

旅 行 業

娯楽 ・その他サー ビス業

そ の 他

40.専 業 の情 報 ネットワークサービス事 業者

2.提 供 サ ー ビスの種 類[調 査 票 の フ ェー ス シー ト(P.1)、 及 び 質 問2.「 サ ー ビス と その 内容(P.3)]

1.基 本通 信 とは、 次 の よ うな提供 サ ー ビス の こ とを い い ます 。
・専 用線 サ ー ビス(回 線 リセ ー ル)・ パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス

・回線 交 換 サ ー ビス(音 声 も含 む)・ フ レー ム リレー

2.高 度 通信 とは 、次 の よ うな提 供 サ ー ビスの こ とを い い ます 。
・パ ソ コ ン通信(電 子 掲示 板 、電 子 会 議 、電 子 メール 含 む)
・フ ァイル 中継 ・接 続(蓄 積 転送)

・ビデ オ テ ックス

・音 声 メ ール

・トランザクション(リアル)中 継 ・接 続

・音 声 応答 サ ー ビス

・フ ァ ク シ ミ リ メ ー ル

※ 高度 通 信 に は、 上 記 サ ー ビス メ ニ ュ ーの 中 に 、プロトコル変 換 、 スピード変 換 、コード・フォーマット変換 、 メディア

変換 等 の機 能 も含 ん でお ります。

3.情 報処 理 とは、 次 の よ うな提 供 サ ー ビスの こ とを い い ます 。
・情 報提 供:企 業 情 報 ・新 聞 記事 情 報 ・技 術情 報 等 のデータベース(画 像 ・音声 等 含 む)に ユーザーが 端 末か ら

アクセスす るサービスで す。
・RCS(リ モート・コンビ仁ティング・サービス):ユ ーザー端 末 とセンタの ホストコンビ仁 タをオンラインで 結 び、 ユーザーにコンビ・'一夕を

利 用 させ た り、特 定 のユーザーの情 報 処理 業 務 を 行 うサ ー ビスです 。
・企 業 間情 報処 理 サービス:取 引企 業 間 ・グル ープ 間 の情 報 を 各企 業 に合 わせ て 情 報 処理 し、 情 報 の交 換

を 行 うサ ー ビス で 、EDI(ElectronicDataInterchange:電 子 デ ー タ

交 換)サ ー ビスを含 ん で い ま す。

(例 え ば 、量 販 店 と取 引 先 間 の受 発 注 サ ー ビス の提 供 な ど)

3.情 報 サ ー ビス用 コン ピュー タの 台数[調 査 票 の 質 問1.「2.ホ ス トコン ピュー タの 台数 」(P.2)]

ホス トコ ンピュータの台数にっいて回答す る場合、以 下の定 義を参照 し、 コンピュータの

分類 を行 って下 さい。

・汎 用 コ ンピ ュータ とは、 同一 の アー キ テ ク チ ャに基 づ き 「フ ァ ミ リ」 あ るい は 「シ リーズ 」

を 形 成 す る。 また 、 ソ フ トウ ェアの上 位 互 換 性 が あ る もの と します 。

汎用 コ ンピュー タの分類を購入価格を もとに次のよ うに区分 す るもの とします。
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1.大 型汎用機2億5千 万円以上
2.中 型汎用機4千 万円以上～2億5千 万円未満

3.小 型汎用機2千 万円以上～4千 万 円未満

・こ こで 言 うオ フ ィス ・コ ン ピュー タ、 ミニ コ ン ピュー タ、 ワー クステ ー シ ョン(WS)、
パ ー ソナ ル ・コ ン ピ ュー タ の 台数 は、 ホス トと して利 用 して い る もの に 限 ります 。

・ホ ス トコ ン ピ ュー タが 無 い場 合 は、 該 当 の項 目欄 「7.ホスト・コンピズ タなし」 に○ 印を 付 けて 下 さい 。

4.回 線 の数[調 査 票 の 質 問1.「3.回 線 の数 」(P.2)]

・回線数 は、1,200ビ ッ ト毎秒 の伝送速度の電気通信回線(以 下 「単位回線 」 とい う)に 換 算 して、500

回線を超え る場合 は、該 当す るものを回答欄の 中か ら選んでお答え下 さい。

・算定の対象 とな る回線 の単位 回線へ の換算につ いては、次の方法 に従 って行 って くだ さい。

(ア)ア ナ ログ信号伝送用の電気 回線(電 話の役務を提供す るため に用い られる電気通信 回線 をい う。以下
この項につ いて 同 じ。)に つ いて は、単位回線1回 線に換算す る。

(イ)電 話回線以外の アナログ信号伝送用の電気通信回線の うち、周波数帯域の幅が4キ ロヘル ツ以下で あ

る回線 につ いて は、単位回線2回 線に換算す る。

(ウ)電 話 回線以外の アナログ信号伝送用の電気通信回線 の うち、周波数帯域の幅が4キ ロヘ ルツを超え る

回線につ いて は、周波数帯域の幅4キ ロヘル ツ当 り(4キ ロヘルツに満 たない端数 は、切 り捨て るもの
とす る。)単 位回線2回 線 に換算す る。

(エ)デ ジタル信号伝送用の電気通信回線 にっいては、各 の回線の ビッ ト毎秒を単位 と して表 され る伝送速

度(1万2,000ビ ッ ト毎秒を超え る伝送速度の回線にあ っては、1万2,000ビ ッ ト/毎 秒 とす る。)の

総和を1,200で 除 して得 られ る商(1に 満たない端数 は、切 り捨 てる もの とす る。)に よ り単位回線 に

換算す る。 〔ISDN回 線の場合 も、同様の換算 とす る。〕

電気通信設備の規模の算定対象

○ 算定の対象となる回線

下図の例では、A及 びBが 算定の対象 となる回線であ り。A及 びBの それぞれ につ いて政令

第1条 で定 め る方法 に従 い、換算を行 って合計する。

A

B

C

D

事業者が加入 している電話回線
端末に接続 されている専用線

議 §纏 き繊 麟 麟 睡 る.)一=]一 算定の対象とならない・

煮
禾

D A C C A D

東京の
電話局

大 阪

東 京 センター

センター

事業 者 の 愛 知

ネットワーク センター

大阪の
電話局

利用者

利用者
B B

以 上
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